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一　

序

　

世
界
貿
易
機
関
（
以
下
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
に
は
、
物
品
貿
易
に
影
響
す
る
補
助
金
に
つ
い
て
の
規
律
と
し
て
、
補
助
金
及
び
相
殺
措
置
に
関

す
る
協
定
（
以
下
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
）
が
存
在
す
る
。
そ
の
よ
う
な
規
律
が
存
在
す
る
の
は
、
政
府
の
補
助
金
交
付
が
、
貿
易
を
通
じ
た
国

際
競
争
を
歪
曲
す
る
場
合
が
あ
る
か
ら
に
他
な
ら
な
い
。
一
方
で
周
知
の
通
り
、
補
助
金
は
、
種
々
の
政
策
目
標
の
達
成
、
厚
生
増
大
を

導
く
手
段
で
も
あ
る
。
ゆ
え
に
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
は
、
こ
う
し
た
補
助
金
の
「
両
価
的
（am

bivalent

）」
性（
1
）質へ
の
適
切
な
評
価
が
求
め
ら

れ
て
お
り
、
当
該
要
請
は
規
律
上
、
重
要
な
課
題
と
し
て
多
く
の
関
心
を
集
め
て
い（
2
）る。

　

と
り
わ
け
、
交
付
自
体
で
協
定
違
反
を
問
わ
れ
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
、
国
内
補
助（
3
）金の
規
律
に
関
し
て
は
、
右
の
両
価
的
性
質
の
評

価
が
問
題
に
な
り
や
す
く
、
議
論
の
集
積
が
進
ん
で
い（
4
）る。
中
で
も
見
解
が
割
れ
る
の
は
、
一
九
四
七
年
の
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一

般
協
定
（
以
下
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
）
の
国
内
補
助
金
規
律
が
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
発
効
に
よ
っ
て
明
確
化
さ
れ
る
に
至
っ
た
、
そ
の
過
程
に
対
す
る
評

価
で
あ
る
。
一
方
で
は
、
当
初
趣
旨
、
す
な
わ
ち
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
関
税
譲
許
利
益
の
均
衡
を
脅
か
す
国
内
補
助
金
の
み
に
対
す
る
規
制
か

ら
の
逸
脱
は
、
先
述
課
題
の
顕
在
化
要
因
と
捉
え
ら
れ
る
。
こ
の
立
場
は
端
的
に
、
国
内
補
助
金
規
律
の
原
点
回
帰
を
求
め
、
そ
の
緩
や

か
な
規
律
の
下
で
右
の
課
題
が
解
決
さ
れ
る
と
説
く
も
の
で
あ（
5
）る。

　

他
方
で
ハ
ウ
ズ
（Robert H

ow
se

）
は
、
補
助
金
の
一
見
相
反
す
る
性
質
両
面
へ
の
対
応
は
い
ず
れ
も
、
市
場
の
失
敗
な
い
し
歪
曲
の

矯
正
と
関
連
す
る
が
ゆ
え
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
国
内
補
助
金
規
律
が
競
争
歪
曲
に
対
処
す
る
性
格
を
帯
び
る
こ
と
は
、
同
規
律
が
広
く
市
場
の
失

敗
を
是
正
し
て
い
く
た
め
の
基
盤
を
構
築
し
う
る
、
と
指
摘
す（
6
）る。

ま
た
ル
ビ
ニ
（Luca Rubini

）
も
、
競
争
歪
曲
へ
の
評
価
軸
を
基
礎

と
し
た
包
括
的
な
「
厚
生
基
準
（w

elfare standard

）」
の
生
成
が
、
理
論
的
に
は
環
境
補
助
金
等
の
類
型
を
規
律
の
対
象
外
と
す
る
途
を

拓
く
こ
と
と
な
る
、
と
説（
7
）く。
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無
論
、
両
名
と
も
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
が
、
か
つ
て
効
力
を
有
し
た
よ
う
な
例
外
条（
8
）項に
よ
っ
て
補
助
金
交
付
の
正
当
性
を
適
切
に
評
価
し

て
い
く
べ
き
、
と
の
見
方
を
併
せ
て
示
す
が
ゆ
え
、
国
際
競
争
の
歪
曲
に
対
処
す
る
機
能
の
充
実
は
、
規
律
の
課
題
解
決
に
資
す
る
唯
一

無
二
の
策
に
は
位
置
付
け
ら
れ
な（
9
）い。
だ
が
、
右
機
能
の
充
実
を
伴
っ
た
国
内
補
助
金
規
律
の
発
展
を
（
部
分
的
で
あ
る
に
し
ろ
）
肯
定
的

に
捉
え
る
当
該
論
理
は
、
先
の
原
点
回
帰
の
提
案
と
は
対
照
的
で
あ
り
、
や
は
り
注
目
に
値
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

翻
っ
て
理
論
上
、「
競
争
優
位
（com

petitive advant

）
10
（age

）」
の
創
出
、
す
な
わ
ち
、
補
助
金
を
得
た
生
産
者
に
お
け
る
限
界
費
用
（
製

品
一
単
位
あ
た
り
を
産
出
す
る
た
め
の
費
用
）
の
低
下
は
、
補
助
金
の
も
た
ら
す
歪
曲
の
源
泉
と
説
明
さ
れ
）
11
（
る
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
も
、
こ
の
優

位
を
捕
捉
す
る
要
件
な
り
基
準
な
り
が
存
在
し
て
然
る
べ
き
だ
が
、
再
び
ハ
ウ
ズ
に
よ
る
と
、
補
助
金
定
義
の
一
部
で
あ
る
「
利
益

（benefit

）」
の
概
念
は
、
十
分
に
そ
の
期
待
さ
れ
た
役
割
を
全
う
で
き
て
い
な
）
12
（
い
。
ま
た
、
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
（Richard D

iam
ond

）
は
、

効
果
要
件
の
「
悪
影
響
（adverse effects

）」
に
も
視
野
を
広
げ
て
包
括
的
に
検
討
す
る
が
、
そ
れ
で
も
、
利
益
と
競
争
優
位
の
不
一
致

を
背
景
に
、
規
律
上
、
二
つ
の
論
点
が
生
じ
る
と
指
摘
す
）
13
（
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
競
争
歪
曲
へ
の
対
処
に
関
し
て
は
、
従
来
か
ら
困
難
さ
が
指
摘
さ
れ
て
き
た
わ
け
だ
が
、
他
方
で
近
年
、
ダ
イ
ヤ
モ
ン

ド
提
示
の
論
点
と
の
関
係
で
有
意
な
示
唆
を
与
え
る
上
級
委
員
会
（
以
下
、
上
級
委
）
判
断
の
蓄
積
が
み
ら
れ
る
。
か
か
る
状
況
に
お
い

て
は
、
目
下
の
上
級
委
の
姿
勢
を
踏
ま
え
て
競
争
優
位
に
ま
つ
わ
る
規
律
上
の
論
点
を
再
考
す
る
余
地
が
生
じ
て
く
る
。
ま
た
、
そ
う
し

た
取
り
組
み
は
、
国
内
補
助
金
規
律
に
よ
る
競
争
歪
曲
へ
の
対
応
状
況
を
改
め
て
把
握
し
、
さ
ら
に
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
直
面
す
る
課
題

を
展
望
し
て
い
く
上
で
の
端
緒
と
な
る
と
考
え
ら
れ
よ
う
。

　

以
上
の
問
題
意
識
に
照
ら
し
、
本
稿
で
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
が
い
か
な
る
方
向
性
に
拠
っ
て
補
助
金
の
両
価
的
性
質
に
対
す
る
適

切
な
評
価
と
い
う
課
題
を
克
服
で
き
る
の
か
（
又
は
そ
こ
に
制
約
が
伴
う
の
か
）、
と
い
う
総
論
に
取
り
組
む
べ
く
、
第
一
段
階
の
議
論
を

試
み
る
。
具
体
的
に
は
、
国
内
補
助
金
規
律
が
対
処
す
べ
き
競
争
歪
曲
の
源
、
競
争
優
位
が
規
律
上
捕
捉
さ
れ
う
る
の
か
否
か
に
つ
き
再

考
し
、
関
連
論
点
を
今
一
度
探
究
す
る
こ
と
が
本
稿
の
主
題
と
な
）
14
（
る
。
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以
下
よ
り
は
、
国
内
補
助
金
規
律
の
概
観
を
示
し
て
議
論
の
下
地
を
整
え
た
後
、
利
益
な
い
し
悪
影
響
の
各
文
脈
に
照
ら
し
て
競
争
優

位
に
関
す
る
論
点
を
再
考
し
、
右
の
主
題
に
応
え
て
い
く
こ
と
と
し
た
い
。

二　

利
益
概
念
と
競
争
優
位

㈠　

国
内
補
助
金
規
律
と
利
益
概
念

　

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
の
国
内
補
助
金
規
律
は
、
補
助
金
を
交
付
す
る
加
盟
）
15
（
国
と
、
そ
の
補
助
金
に
よ
り
悪
影
響
を
受
け
る
別
の
加
盟
国
と
の

間
の
利
害
を
「
当
事
者
主
義
的
に
調
整
」
し
て
い
く
も
の
で
あ
）
16
（

る
。
こ
の
調
整
を
実
現
す
る
手
段
と
し
て
は
、
次
の
二
つ
の
救
済
が
設
け

ら
れ
て
い
る
。

　

ま
ず
、
一
方
の
手
段
と
し
て
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
三
部
の
規
定
を
援
用
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
条

に
い
う
「
悪
影
響
」
が
自
国
に
及
ん
で
い
る
と
信
ず
る
加
盟
国
は
、
同
影
響
を
も
た
ら
す
補
助
金
の
交
付
国
に
対
し
、
そ
の
除
去
又
は
補

助
金
自
体
の
廃
止
を
求
め
て
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
紛
争
解
決
手
続
に
訴
え
る
こ
と
が
で
き
）
17
（
る
。
当
該
手
続
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
一
般
的
な
紛
争
解
決
に
係

る
規
則
及
び
手
続
に
関
す
る
了
解
（
以
下
、
Ｄ
Ｓ
Ｕ
）
の
他
、
同
了
解
の
特
別
規
則
た
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
条
に
沿
う
こ
と
と
な
）
18
（

る
。

　

他
方
で
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
部
で
は
、
相
殺
関
税
（
相
殺
措
置
）
と
い
う
手
段
が
認
め
ら
れ
る
。
こ
れ
は
、
補
助
金
交
付
を
受
け
た
産
品

の
輸
入
を
め
ぐ
り
救
済
を
求
め
る
加
盟
国
に
限
っ
て
許
容
さ
れ
る
一
方
的
措
置
で
あ
）
19
（

る
。
輸
入
国
の
権
限
あ
る
調
査
当
局
は
、
当
該
措
置

の
発
動
に
先
立
ち
、
第
一
五
条
に
い
う
「
損
害
（inj

）
20
（ury

）」
が
補
助
金
付
き
輸
入
を
通
じ
て
自
国
産
業
に
及
ん
で
い
る
旨
、
立
証
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
尚
、
措
置
の
限
度
は
、
第
一
四
条
の
定
め
る
指
針
に
適
合
す
る
方
法
で
算
定
さ
れ
る
後
述
の
利
益
、
換
言
す
れ
ば
、
補

助
金
の
額
と
さ
れ
）
21
（
る
。



国際競争の歪曲と世界貿易機関（ＷＴＯ）における国内補助金規律

479

　

こ
れ
ら
救
済
手
段
に
頼
る
前
提
と
し
て
、
や
は
り
補
助
金
が
存
在
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
定
義
を
敷
く
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
条
一
項
に

よ
れ
ば
、（
ａ
）
政
）
22
（

府
が
「
資
金
面
で
貢
献
（financial contribution

）」
を
し
て
お
）
23
（

り
、（
ｂ
）
そ
れ
に
よ
っ
て
「
利
益
」
が
も
た
ら
さ
れ

て
い
れ
ば
、
補
助
金
が
存
在
す
る
と
み
な
さ
れ
）
24
（
る
。

　

と
り
わ
け
、
後
者
の
「
利
益
」
は
、
救
済
を
受
け
る
た
め
の
一
義
的
な
ハ
ー
ド
ル
と
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
例
え
ば
政
府
貸
付
（
資
金
的

貢
献
の
一
種
）
が
行
わ
れ
た
と
て
、
そ
の
条
件
が
債
務
者
に
利
益
を
も
た
ら
す
も
の
で
な
け
れ
ば
補
助
金
が
存
在
す
る
こ
と
に
は
な
ら
な

い
か
ら
で
あ
る
。
当
該
認
識
は
、
利
益
の
通
常
の
意
味
を
「
優
位
（advantage

）」
と
捉
え
、
資
金
的
貢
献
が
市
場
条
件
対
比
で
の
有
利

な
待
遇
の
供
与
と
な
る
際
に
利
益
の
存
在
を
認
め
る
、
と
い
う
上
級
委
の
説
）
25
（

示
か
ら
も
支
持
さ
れ
よ
う
。

　

と
こ
ろ
で
、
右
説
示
は
、
利
益
概
念
と
「
競
争
優
位
」
の
関
連
性
を
示
す
根
拠
と
さ
れ
る
こ
と
が
あ
）
26
（
る
。
た
し
か
に
、
一
九
八
六
年
開

始
の
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
交
渉
に
て
米
国
は
、
競
争
優
位
を
捕
捉
す
る
た
め
の
基
準
と
し
て
利
益
概
念
導
入
を
強
く
推
し

て
い
た
）
27
（
し
、
そ
の
交
渉
の
結
果
、
補
助
金
定
義
が
初
挿
入
さ
れ
た
と
の
事
情
に
照
ら
せ
）
28
（
ば
、
右
の
理
解
を
得
る
の
も
あ
る
意
味
当
然
で
あ

ろ
う
。

㈡　

利
益
概
念
と
競
争
優
位
の
不
一
致

　

だ
が
、
ハ
ウ
ズ
も
導
く
通
り
、
上
級
委
は
両
概
念
を
完
全
に
一
致
さ
せ
る
こ
と
に
は
否
定
的
で
あ
）
29
（
る
。
そ
の
点
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
た

米
国
・
欧
州
共
同
体
（
以
下
、
Ｅ
Ｃ
）
間
の
紛
争
を
、
以
下
に
て
再
検
討
す
る
。

1　

第
二
次
米
国
有
鉛
棒
鉄
事
件

　

本
件
で
は
、
英
国
生
産
者
が
継
続
し
て
補
助
金
利
益
を
享
受
し
て
い
る
と
し
た
米
国
の
商
務
省
（
以
下
、
米
商
務
省
）
に
よ
る
相
殺
関

税
見
直
）
30
（
し
時
の
認
定
が
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
不
整
合
性
を
問
わ
れ
た
。
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米
商
務
省
が
本
件
で
相
殺
対
象
と
し
て
着
目
し
た
の
は
、
英
国
国
有
の
鉄
鋼
公
社
（British Steel Corporation

：
Ｂ
Ｓ
Ｃ
）
が
同
国
政

府
よ
り
受
け
て
い
た
一
度
限
り
の
補
助
金
（
資
本
注
入
）
で
あ
る
。
米
商
務
省
は
こ
れ
を
、
見
合
い
の
製
造
設
備
（
資
産
）
の
耐
用
年
数

に
基
づ
き
期
間
按
分
し
て
会
計
年
度
毎
に
補
助
金
利
益
を
配
賦
し
、
税
賦
課
の
基
礎
と
し
て
い
）
31
（
た
。
他
方
で
補
助
金
交
付
後
の
一
九
八
六

年
、
右
の
製
造
資
産
が
Ｂ
Ｓ
Ｃ
か
ら
新
設
関
連
会
社
（U

nited Engineering Steel Lim
ited

：
Ｕ
Ｅ
）
32
（
Ｓ
）
に
承
継
さ
れ
、
一
九
八
八
年
に
は

Ｂ
Ｓ
Ｃ
グ
ル
ー
プ
が
完
全
民
営
化
す
る
に
至
っ
て
い
た
が
、
米
商
務
省
は
こ
れ
ら
所
有
の
変
動
後
も
Ｂ
Ｓ
Ｃ
享
受
の
補
助
金
が
当
然
移
転

す
る
も
の
と
捉
え
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
米
商
務
省
は
、
Ｕ
Ｅ
Ｓ
に
お
い
て
も
按
分
利
益
が
残
存
す
る
と
の
見
直
し
を
反
復
し
、
英
国
か

ら
の
有
鉛
棒
鉄
輸
入
に
対
し
相
殺
関
税
を
賦
課
し
続
け
て
い
）
33
（

た
。
尚
、
競
争
優
位
と
の
関
連
で
米
国
は
、
Ｂ
Ｓ
Ｃ
と
Ｕ
Ｅ
Ｓ
と
の
間
で
事

業
は
本
質
的
に
同
一
で
あ
り
、
所
有
の
変
動
あ
れ
ど
も
利
益
は
存
続
す
る
と
の
「
反
証
不
可
能
な
推
定
（irrebuttable presum

ption

）」
が

働
く
と
認
識
し
て
い
）
34
（

た
。
換
言
す
れ
ば
米
国
に
よ
る
と
、
補
助
金
が
利
す
る
の
は
生
産
者
で
は
な
く
「
生
産
（production

）」
で
あ
）
35
（

る
。

　

対
し
て
Ｅ
Ｃ
は
ま
ず
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
〇
条
等
を
参
照
し
、
米
商
務
省
に
は
、
相
殺
関
税
見
直
し
時
に
対
象
産
品
を
製
造
す
る
生
産

者
に
つ
い
て
利
益
が
存
在
す
る
こ
と
を
立
証
す
る
義
務
が
あ
る
、
と
解
し
）
36
（

た
。
そ
の
上
で
Ｅ
Ｃ
は
、
米
商
務
省
が
か
か
る
認
定
を
怠
り
、

Ｂ
Ｓ
Ｃ
享
受
の
補
助
金
を
単
に
按
分
し
た
利
益
に
基
づ
き
相
殺
関
税
を
継
続
し
て
い
た
点
が
協
定
不
整
合
で
あ
る
と
主
張
し
）
37
（
た
。

　

本
件
で
の
Ｅ
Ｃ
主
張
は
、
税
の
賦
課
に
係
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
〇
条
に
関
係
す
）
38
（

る
。
だ
が
そ
の
中
心
的
論
題
は
、
課
税
対
象
産
品
の
生

産
者
に
お
け
る
「
継
続
利
益
（continuing bene

）
39
（fit

）」
の
存
在
要
否
で
あ
り
、
実
質
的
に
第
一
条
の
利
益
に
係
る
解
釈
も
問
題
と
な
っ
た
。

　

こ
の
点
、
パ
ネ
ル
は
ま
ず
、
利
益
が
資
金
的
貢
献
を
受
け
る
生
産
者
目
線
で
決
せ
ら
れ
る
と
し
た
上
級
委
の
説
）
40
（

示
を
引
用
し
、
同
意
し

た
。
そ
の
上
で
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
〇
条
付
随
の
注
三
六
等
の
文
脈
か
ら
示
唆
を
得
て
、
相
殺
関
税
見
直
し
の
対
象
で
あ
る
輸
入
産
品
の

生
産
者
（
Ｕ
Ｅ
Ｓ
）
に
つ
い
て
利
益
が
認
定
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
と
論
じ
た
。
か
か
る
説
示
に
基
づ
き
、
Ｅ
Ｃ
の
主
張
通
り
、
米
商
務
省

の
用
い
た
反
証
不
可
能
な
推
定
は
認
め
ら
れ
な
い
運
び
と
な
っ
）
41
（

た
。
ま
た
、
補
助
金
は
生
産
者
で
な
く
「
生
産
」
を
利
す
る
も
の
だ
と
い

う
米
国
主
張
に
つ
い
て
も
、
市
場
条
件
対
比
で
の
優
遇
有
無
に
着
目
す
る
利
益
決
定
手
法
に
馴
染
ま
な
い
と
い
う
理
由
か
ら
、
同
意
を
得
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ら
れ
な
か
っ
）
42
（
た
。

　

結
局
、
パ
ネ
ル
は
利
益
の
評
価
に
際
し
、
Ｂ
Ｓ
Ｃ
か
ら
Ｕ
Ｅ
Ｓ
へ
の
製
造
資
産
承
継
な
い
し
後
続
の
民
営
化
が
「
独
立
当
事
者
間

（arm
’s length

）」
取
引
で
、
か
つ
「
公
正
市
場
価
額
（fair m

arket value

：
Ｆ
Ｍ
Ｖ
）」
に
基
づ
い
て
い
）
43
（
た
と
の
事
情
を
汲
ん
で
Ｕ
Ｅ
Ｓ
の

継
続
利
益
保
持
を
否
定
。
か
か
る
分
析
を
欠
く
米
商
務
省
の
相
殺
関
税
見
直
し
は
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
〇
条
に
不
整
合
で
あ
る
、
と
結
論
し

た
）
44
（

。

　

米
国
は
右
認
定
の
誤
り
を
主
張
し
上
訴
し
た
が
、
基
本
的
に
上
級
委
は
パ
ネ
ル
判
断
を
支
持
し
）
45
（
た
。
当
該
報
告
に
よ
り
、「
利
益
」
は
、

生
産
で
は
な
く
生
産
者
に
及
ぶ
も
の
と
解
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
）
46
（

た
。

2　

米
国
・
Ｅ
Ｃ
特
定
製
品
関
連
相
殺
関
税
事
件

　

先
の
報
告
が
採
択
さ
れ
た
の
と
同
じ
年
、
Ｅ
Ｃ
は
、
類
似
の
背
景
を
有
す
る
相
殺
関
税
の
継
続
的
賦
課
を
め
ぐ
り
米
国
に
協
議
要
請
を

し
て
い
る
。
こ
れ
が
本
件
の
発
端
で
あ
）
47
（

る
。
そ
こ
で
再
燃
し
た
の
は
や
は
り
、
独
立
当
事
者
間
取
引
で
、
か
つ
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
行
わ
れ
た
完
全

民
営
化
が
、
従
来
国
有
企
業
に
残
存
し
、
相
殺
可
能
で
あ
っ
た
補
助
金
利
益
を
消
滅
せ
し
め
る
か
、
と
い
う
論
点
で
あ
）
48
（
る
。

　

米
商
務
省
は
先
の
裁
定
を
受
け
、
民
営
化
が
伴
う
場
合
の
継
続
利
益
の
評
価
に
関
し
新
た
な
方
法
論
を
打
ち
出
し
て
い
た
。
そ
の
新
理

論
、
い
わ
ゆ
る
「
同
一
法
人
理
論
（the sam

e person m
ethodology

）」
に
よ
れ
ば
、
国
有
企
業
と
民
営
化
後
の
企
業
の
同
一
法
人
性
が
事

業
活
動
や
生
産
設
備
の
継
受
等
か
ら
判
断
さ
れ
、
肯
定
的
な
帰
結
が
導
か
れ
れ
ば
即
、
前
者
か
ら
後
者
へ
の
補
助
金
利
益
の
移
転
が
認
め

ら
れ
）
49
（

る
。
本
件
で
米
国
は
、
新
理
論
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
整
合
性
を
固
持
し
た
が
、
そ
れ
は
、
先
の
上
級
委
判
断
に
対
す
る
次
の
理
解
に
基
づ

い
て
い
た
。
ま
ず
米
国
は
、
第
二
次
米
国
有
鉛
棒
鉄
事
件
上
級
委
が
、
補
助
金
交
付
対
象
と
な
り
う
る
の
は
法
人
に
限
定
さ
れ
る
旨
示
唆

し
て
い
た
、
と
解
し
た
。
次
に
同
国
は
、
上
級
委
が
、
Ｕ
Ｅ
Ｓ
設
立
に
端
を
発
す
る
別
個
の
法
人
格
を
創
設
す
る
場
面
で
利
益
消
滅
を
認

め
た
、
と
捉
え
）
50
（

た
。
つ
ま
り
米
国
は
、
別
個
の
法
人
格
を
生
ま
な
い
所
有
の
変
動
は
利
益
の
再
評
価
を
要
請
せ
ず
、
同
一
法
人
た
る
民
営
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化
後
の
生
産
者
に
お
い
て
も
旧
国
有
企
業
時
代
の
利
益
が
残
存
す
る
と
解
し
た
の
で
あ
）
51
（
る
。

　

ま
た
、
米
国
は
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
後
で
あ
れ
、
補
助
金
が
生
産
者
に
与
え
た
優
位
は
不
変
で
あ
る
、
と
指
摘
し
て
い
）
52
（

た
。
こ

の
主
張
は
、「
生
産
」
へ
の
影
響
に
着
目
し
て
利
益
を
捉
え
る
べ
き
、
と
す
る
先
の
事
件
で
の
そ
れ
と
実
質
上
軌
を
一
に
す
）
53
（
る
。

　

対
し
て
Ｅ
Ｃ
は
、
完
全
民
営
化
こ
そ
が
利
益
の
再
評
価
を
要
請
す
る
事
象
で
あ
る
と
主
張
。
ま
た
、
同
一
法
人
は
「
同
一
活
動
」
の
擬

制
で
あ
る
と
指
弾
し
、
後
者
が
先
の
上
級
委
に
よ
り
否
定
さ
れ
た
こ
と
を
頼
り
に
完
全
民
営
化
の
Ｆ
Ｍ
Ｖ
性
こ
そ
が
注
視
さ
れ
る
べ
き
と

論
じ
た
。
そ
の
上
で
Ｅ
Ｃ
は
パ
ネ
ル
に
対
し
、
右
評
価
の
余
地
を
残
さ
な
い
米
商
務
省
の
新
理
論
も
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
不
整
合
と
す
る
よ
う
求

め
）
54
（

た
。

　

こ
れ
ら
主
張
を
受
け
た
パ
ネ
ル
は
、
同
一
法
人
理
論
も
ま
た
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
反
す
る
、
と
し
た
。
そ
の
理
由
は
次
の
通
り
で
あ
る
。

　

ま
ず
パ
ネ
ル
は
、
相
殺
関
税
賦
課
の
前
提
と
な
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
の
利
益
が
生
産
者
目
線
で
決
せ
ら
れ
る
旨
を
確
立
し
た
上
級
委
判
）
55
（

断

を
引
き
、
民
営
化
に
伴
う
所
有
の
変
動
が
生
じ
た
場
合
の
受
益
者
を
い
か
に
把
握
す
る
か
に
つ
き
検
討
し
た
。
こ
の
点
、
パ
ネ
ル
は
、
市

場
経
済
下
で
は
補
助
金
の
も
た
ら
す
企
業
収
益
向
上
が
企
業
価
値
な
い
し
株
主
へ
の
配
当
の
増
大
に
直
結
す
る
こ
と
等
を
鑑
み
、
米
国
主

張
を
退
け
た
。
つ
ま
り
パ
ネ
ル
に
よ
れ
ば
、
利
益
評
価
の
際
、
生
産
者
と
株
主
の
区
分
は
不
要
と
な
）
56
（
る
。

　

次
い
で
パ
ネ
ル
は
、
い
か
な
る
事
象
が
利
益
再
評
価
の
引
き
金
を
引
く
の
か
と
い
う
論
点
を
め
ぐ
り
、
先
の
上
級
委
が
民
営
化
後
の
Ｕ

Ｅ
Ｓ
に
お
け
る
継
続
利
益
の
有
無
の
検
討
を
求
め
た
の
は
、
同
社
が
元
々
資
金
的
貢
献
を
受
け
た
Ｂ
Ｓ
Ｃ
と
は
別
法
人
だ
っ
た
か
ら
で
あ

る
、
と
の
米
国
認
識
を
容
れ
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
パ
ネ
ル
に
よ
れ
ば
、
上
級
委
が
相
殺
関
税
賦
課
の
前
提
条
件
を
再
検
討
す
る
義
務
を

惹
起
す
る
契
機
と
考
え
て
い
た
の
は
、
別
法
人
創
設
や
事
業
の
途
絶
と
い
っ
た
新
理
論
の
下
で
考
慮
さ
れ
る
要
素
で
は
な
い
。
パ
ネ
ル
の

解
す
る
右
契
機
と
は
、
政
府
の
援
助
等
を
国
有
企
業
の
如
く
受
け
る
こ
と
の
も
は
や
な
い
企
業
を
創
出
せ
し
め
る
完
全
民
営
化
そ
れ
自
体

で
あ
る
。
パ
ネ
ル
は
こ
う
述
べ
る
と
と
も
に
、
完
全
民
営
化
に
伴
い
、
そ
の
民
営
生
産
者
に
つ
い
て
措
置
継
続
の
前
提
条
件
に
関
す
る

（
再
）
評
価
が
な
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
、
と
断
じ
）
57
（
た
。
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そ
の
上
で
パ
ネ
ル
は
、
民
営
化
及
び
そ
の
条
件
を
検
討
す
る
以
前
に
継
続
利
益
の
有
無
を
判
別
す
る
同
一
法
人
理
論
は
、
民
営
化
そ
れ

自
体
に
利
益
の
存
続
基
盤
を
変
動
せ
し
め
る
含
意
が
あ
る
と
の
理
解
に
依
拠
し
て
い
な
い
、
と
述
べ
た
。
結
局
、
実
態
と
し
て
当
初
の
資

金
的
貢
献
を
受
け
た
生
産
者
に
照
ら
し
て
継
続
利
益
を
認
識
し
、
生
産
を
利
す
る
競
争
優
位
を
捕
捉
す
る
概
念
と
し
て
「
利
益
」
を
解
す

る
米
国
姿
勢
は
、
ま
た
も
協
定
不
整
合
の
烙
印
を
押
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
）
58
（
た
。

　

右
の
パ
ネ
ル
判
断
は
、
上
級
委
か
ら
も
支
持
さ
れ
る
こ
と
と
な
）
59
（

る
。
他
方
で
、
独
立
当
事
者
間
取
引
で
、
か
つ
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営

化
が
、
旧
国
有
企
業
に
残
存
す
る
は
ず
の
利
益
を
民
営
化
後
の
企
業
に
お
い
て
当
然
に
消
滅
せ
し
め
）
60
（
る
、
と
い
う
パ
ネ
ル
説
示
に
つ
い
て

は
上
級
委
が
不
同
意
と
し
て
い
た
点
に
留
意
が
要
る
。
す
な
わ
ち
上
級
委
は
、
と
り
わ
け
民
営
化
の
場
面
で
は
政
府
が
売
却
価
格
決
定
に

影
響
を
及
ぼ
し
う
る
点
、
換
言
す
れ
ば
市
場
の
不
完
全
性
を
認
め
つ
つ
、
利
益
消
滅
に
関
し
て
は
反
証
可
能
な
推
定
が
働
く
に
と
ど
ま
る
、

と
し
て
右
パ
ネ
ル
説
示
を
修
正
し
）
61
（

た
。

3　

利
益
概
念
と
競
争
優
位
の
不
一
致
と
そ
の
妥
当
性

　

以
上
か
ら
明
ら
か
な
通
り
、
や
は
り
上
級
委
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
条
一
項
（
ｂ
）
の
利
益
を
、
生
産
自
体
に
及
ぶ
補
助
金
の
効
果

（
競
争
優
位
の
創
出
）
を
捕
捉
す
る
も
の
と
位
置
付
け
て
い
な
い
。

　

一
連
の
解
釈
が
経
済
学
的
視
座
を
併
せ
も
つ
論
者
ら
の
批
評
に
晒
さ
れ
て
き
た
の
）
62
（
も
、
競
争
優
位
を
歪
曲
の
源
泉
に
据
え
る
冒
頭
の
理

論
に
照
ら
せ
ば
当
然
で
あ
ろ
う
。
だ
が
、
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
も
指
摘
す
る
通
り
、
利
益
の
意
味
を
把
握
す
る
際
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
四
条
を

文
脈
と
し
て
参
照
す
れ
ば
、
上
級
委
解
釈
の
妥
当
性
も
見
出
せ
る
。
事
実
、
同
条
柱
書
は
、
第
一
条
一
項
（
ｂ
）
の
「
利
益
」
を
「
補
助

金
を
受
け
る
者
に
与
え
ら
れ
る
」
も
の
と
し
て
い
る
。
ゆ
え
に
、
利
益
概
念
の
下
、
生
産
者
の
取
引
上
得
る
優
位
が
、
当
該
取
引
の
一
時

点
に
お
い
て
「
会
計
的
（accounting-bas

）
63
（ed

）」
に
理
解
さ
れ
る
の
も
頷
け
）
64
（

る
。
ま
た
、
そ
も
そ
も
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
が
見
抜
い
て
い
た
通

り
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
お
け
る
要
件
化
に
影
響
を
与
え
た
一
九
八
〇
年
代
の
米
国
相
殺
関
税
法
の
利
益
概
念
で
す
ら
、
既
に
、
会
計
的
に
解
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さ
れ
る
こ
と
で
、
企
業
の
行
動
変
化
を
も
た
ら
す
競
争
優
位
の
創
出
を
捉
え
ら
れ
な
い
、
と
い
う
課
題
を
抱
え
て
い
）
65
（
た
。

　

無
論
、
後
述
す
る
通
り
、
完
全
民
営
化
以
前
に
相
殺
可
能
で
あ
っ
た
補
助
金
利
益
の
消
滅
を
推
定
し
う
る
上
級
委
の
姿
勢
は
、
競
争
優

位
は
残
れ
ど
も
利
益
な
し
、
と
い
う
不
都
合
を
生
む
も
の
で
あ
り
、
議
論
の
余
地
は
あ
）
66
（
る
。
そ
れ
で
も
や
は
り
、
文
脈
・
前
史
に
照
ら
せ

ば
、
利
益
概
念
と
競
争
優
位
の
不
一
致
を
導
く
上
級
委
解
釈
に
は
妥
当
性
が
あ
る
と
い
え
よ
う
。

三　

悪
影
響
概
念
と
競
争
優
位

　

右
の
帰
結
を
所
与
と
す
れ
ば
、
利
益
は
、
受
領
者
の
生
産
へ
の
影
響
発
生
（
限
界
費
用
低
下
）
に
先
立
つ
取
引
（
資
金
的
貢
献
）
の
条
件

を
基
に
決
せ
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。
ゆ
え
に
そ
れ
は
、
競
争
優
位
の
創
出
よ
り
も
広
範
な
状
況
を
捉
え
る
概
念
と
な
）
67
（

る
。
当
然
、
そ
の
結

果
、
競
争
優
位
が
な
い
場
合
で
も
補
助
金
が
認
定
さ
れ
る
と
の
懸
念
が
生
じ
る
が
、
他
方
で
後
続
要
件
の
下
、
有
意
な
絞
り
込
み
が
可
能

な
ら
ば
問
題
は
な
い
。
そ
こ
で
以
下
で
は
、
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
の
問
題
意
識
に
照
ら
し
て
検
討
範
囲
を
広
）
68
（
げ
、
悪
影
響
概
念
と
競
争
優
位
の

関
係
に
迫
る
。

　

既
に
論
じ
た
通
り
、
悪
影
響
は
、
国
内
補
助
金
が
相
殺
可
能
と
な
る
た
め
に
求
め
ら
れ
る
補
助
金
の
効
果
な
り
影
響
な
り
を
指
す
。
す

な
わ
ち
、
悪
影
響
の
有
無
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
三
部
の
下
で
の
救
済
の
可
否
を
分
け
る
。
と
り
わ
け
、
第
三
部
の
事
案
で
は
、
悪
影
響
の

中
で
も
「
著
し
い
害
（serious preju

）
69
（

dice

）」
の
立
証
が
頻
繁
に
行
わ
れ
る
傾
向
に
あ
）
70
（
る
。
ま
た
、「
損
害
」
が
輸
入
国
当
局
に
よ
り
認
定

さ
れ
る
場
合
、
第
五
部
に
い
う
救
済
た
る
一
方
的
な
相
殺
関
税
の
要
件
充
足
に
も
帰
結
し
う
）
71
（

る
。

　

い
よ
い
よ
注
目
す
べ
き
は
、
こ
れ
ら
類
型
を
列
挙
す
る
第
五
条
柱
書
の
「
補
助
金
に
よ
っ
て
（through the use of any subsidy

）」
と

い
う
記
述
で
あ
る
。
再
び
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
に
よ
れ
ば
、
当
該
要
件
の
下
、
補
助
金
定
義
で
は
認
識
さ
れ
な
い
補
助
金
と
受
益
者
に
お
け
る

行
動
変
化
の
因
果
関
係
が
評
価
さ
れ
う
る
。
つ
ま
り
は
、
競
争
優
位
が
悪
影
響
概
念
を
通
じ
て
把
握
さ
れ
る
余
地
が
あ
）
72
（

る
。
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㈠　

補
助
金
と
悪
影
響
の
間
の
因
果
関
係
と
競
争
優
位

　

ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
が
一
九
八
〇
年
代
か
ら
一
貫
し
て
指
摘
す
る
よ
う
に
、
因
果
関
係
に
は
、
競
争
優
位
を
背
景
と
し
た
受
益
企
業
に
お
け

る
行
動
変
化
、
そ
し
て
、
当
該
企
業
の
販
売
活
動
を
通
じ
た
外
国
産
業
に
お
け
る
競
争
上
の
悪
影
響
発
生
、
と
い
う
二
つ
の
要
素
が
存
在

す
）
73
（
る
。
か
か
る
理
解
の
下
、
論
点
と
な
る
の
は
、
補
助
金
定
義
に
内
部
化
さ
れ
な
い
因
果
関
係
の
第
一
要
素
）
74
（
が
、
補
助
金
と
悪
影
響
の
因

果
関
係
の
評
価
に
お
い
て
検
討
対
象
と
な
る
か
否
か
、
で
あ
る
。

　

ま
ず
、
著
し
い
害
の
文
脈
で
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
条
三
項
各
号
の
「
補
助
金
の
効
果
（the effect of subsidy

）」
と
い
う
文
言
が
求

め
る
因
果
関
係
分
析
の
）
75
（
下
、
競
争
優
位
を
含
む
第
一
要
素
に
係
る
検
討
が
内
部
化
さ
れ
る
と
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
は
捉
え
）
76
（
る
。
そ
の
根
拠
は
、

因
果
関
係
分
析
に
際
し
て
補
助
金
が
生
産
や
販
売
、
よ
り
根
本
的
に
は
価
格
に
及
ぼ
し
た
影
響
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
、
と
示
唆
す
る
パ
ネ

ル
説
示
に
あ
っ
）
77
（
た
。
ま
た
そ
の
後
、
上
級
委
か
ら
も
同
様
の
分
析
が
求
め
ら
れ
た
こ
と
を
鑑
み
れ
）
78
（
ば
、
競
争
優
位
の
創
出
に
ま
で
遡
及
し

た
補
助
金
・
著
し
い
害
の
因
果
関
係
の
決
定
は
、
も
は
や
確
立
さ
れ
た
要
請
と
な
っ
て
い
る
と
い
え
る
。

　

翻
っ
て
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
五
条
五
項
も
ま
た
、
補
助
金
付
き
輸
入
が
「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
（the effects of subsidies

）」
を
通

じ
て
輸
入
国
産
業
に
損
害
を
与
え
て
い
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。
ゆ
え
に
先
験
的
に
は
、
損
害
決
定
の
過
程
で
課
さ
れ
る
因
果
関
係
分
析

の
下
で
も
競
争
優
位
が
捕
捉
さ
れ
う
る
。

　

だ
が
、
日
本
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
上
級
委
は
、
次
に
紹
介
す
る
説
示
を
も
っ
て
、
こ
の
期
待
に
反
す
る
帰
結
を
導
く
。
す
な
わ
ち
、
上
級

委
は
パ
ネ
ル
判
）
79
（

断
を
支
持
し
、
第
一
五
条
五
項
の
「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
」
と
い
う
文
言
が
、
補
助
金
付
き
輸
入
が
輸
入
国
に
「
損

害
」
を
及
ぼ
し
て
い
る
と
の
証
明
だ
け
で
な
く
、「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
と
損
害
と
の
因
果
関
係
に
つ
い
て
の
追
加
的
な
立
証
」
を
要

求
し
て
い
る
、
と
の
韓
国
主
張
を
退
け
）
80
（

た
。
要
す
る
に
上
級
委
は
、
損
害
評
価
に
際
し
、
因
果
関
係
の
第
一
要
素
（
競
争
優
位
の
創
出
を
含

む
）
に
係
る
分
析
を
省
略
可
と
し
た
の
で
あ
る
。
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㈡　

競
争
優
位
に
ま
つ
わ
る
規
律
上
の
論
点
の
再
考

1　
「『
フ
ォ
ー
ル
ス
』・
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
」
な
損
害
認
定

　

ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
曰
く
、
上
級
委
解
釈
の
下
で
は
、
輸
入
国
に
お
け
る
「『
フ
ォ
ー
ル
ス
』・
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
（
‘false

’ positive

）」
な
損
害
認

定
が
黙
認
さ
れ
か
ね
な
い
。
具
体
的
に
、
右
の
如
き
追
加
的
立
証
を
要
し
な
い
因
果
関
係
分
析
で
は
、
補
助
金
以
外
の
要
因
に
よ
っ
て
調

査
対
象
輸
入
が
数
量
を
増
し
、
輸
入
国
産
業
に
損
害
を
も
た
ら
し
て
い
る
と
い
う
可
能
性
が
排
除
さ
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
競
争
優
位

を
創
出
せ
ず
、
本
来
対
象
と
す
べ
き
で
な
い
補
助
金
ま
で
も
が
相
殺
関
税
の
射
程
に
収
ま
る
こ
と
と
な
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
複
数
の

論
者
ら
も
同
様
の
懸
念
を
表
す
る
と
こ
ろ
で
あ
）
81
（

り
、
無
論
、
日
本
Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ
ｓ
事
件
で
は
、
韓
国
も
類
似
の
主
張
を
再
三
展
開
し
て
い
）
82
（

た
。

　

だ
が
、
上
級
委
説
示
に
は
文
言
解
釈
上
の
合
理
性
も
み
ら
れ
る
。
第
一
に
、「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
」
に
付
随
す
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
注

四
七
が
述
べ
る
通
り
、
当
該
文
言
の
意
味
は
、
第
一
五
条
二
項
及
び
四
項
に
い
う
補
助
金
付
き
輸
入
の
数
量
増
加
や
価
格
効
果
、
国
内
産

業
へ
の
影
響
と
同
一
で
あ
）
83
（

る
。
ゆ
え
に
、
上
級
委
の
説
示
は
、
条
約
の
解
釈
に
関
す
る
実
効
性
の
原
）
84
（

則
に
反
す
る
よ
う
な
協
定
文
言
の
無

意
味
化
を
招
く
も
の
と
し
て
糾
弾
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
）
85
（
い
。

　

第
二
に
、
因
果
関
係
分
析
に
お
け
る
競
争
優
位
の
捕
捉
と
い
う
観
点
か
ら
対
比
さ
れ
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
条
と
第
一
五
条
が
同
次
元
で

語
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
）
86
（
い
、
と
上
級
委
が
述
べ
た
点
に
も
一
理
あ
る
。
た
し
か
に
、
第
六
条
三
項
で
は
各
号
に
列
挙
さ
れ
る
市
場
事
象
の

決
定
の
み
が
求
め
ら
れ
る
一
方
、
第
一
五
条
で
は
四
項
に
基
づ
き
国
内
産
業
に
お
け
る
指
標
悪
化
が
追
加
的
に
認
定
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。

ゆ
え
に
、「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
」
と
い
う
文
言
に
着
目
し
た
別
個
の
因
果
関
係
分
析
が
求
め
ら
れ
な
い
と
し
て
も
、
そ
れ
を
も
っ
て

立
証
負
荷
の
軽
重
を
安
易
に
論
ず
る
こ
と
は
控
え
ね
ば
な
ら
な
）
87
（
い
。

　

し
か
る
に
、「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
」
と
い
う
文
言
を
空
洞
化
す
る
上
級
委
の
説
示
は
、
実
態
と
し
て
輸
入
国
産
業
に
及
ぶ
損
害
、

ひ
い
て
は
競
争
関
係
に
影
響
し
な
い
補
助
金
を
も
相
殺
対
象
と
し
、
相
殺
関
税
の
保
護
主
義
的
濫
用
を
許
容
す
る
こ
と
に
な
り
か
ね
な
）
88
（
い
。
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こ
の
よ
う
な
解
釈
姿
勢
は
や
は
り
、
相
殺
関
税
を
「
損
害
を
与
え
て
い
る
補
助
金
に
対
処
す
る
た
め
」
の
手
段
と
し
て
位
置
付
け
る
協
定

構
）
89
（

造
と
は
相
容
れ
な
い
も
の
で
あ
）
90
（

る
。

　

尚
、
本
章
の
射
程
か
ら
は
若
干
外
れ
る
が
、
近
時
、
相
殺
関
税
賦
課
の
基
礎
と
な
る
産
品
当
た
り
の
補
助
金
額
（
利
益
）
の
配
賦
方
法

を
め
ぐ
り
、
上
級
委
に
よ
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
九
条
四
項
の
解
釈
に
進
展
が
み
ら
れ
る
。
具
体
的
に
米
国
洗
濯
機
事
件
上
級
委
は
、
同
条

項
の
下
、
補
助
金
と
調
査
対
象
輸
入
産
品
と
の
「
結
び
付
き
（tie

）」
が
求
め
ら
れ
る
と
し
、
補
助
金
の
効
果
を
捕
捉
す
る
こ
と
を
調
査

当
局
に
要
請
す
る
よ
う
な
姿
勢
を
見
せ
た
。
だ
が
、
上
級
委
は
や
は
り
、
補
助
金
が
現
実
に
問
題
の
産
品
の
生
産
増
や
販
売
増
を
も
た
ら

し
た
か
ど
う
か
は
必
ず
し
も
関
係
し
な
い
と
留
意
す
）
91
（

る
。
こ
の
こ
と
も
ま
た
、
相
殺
関
税
調
査
で
の
競
争
優
位
の
捕
捉
が
実
現
し
え
な
い

旨
を
裏
付
け
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

2　
「『
フ
ォ
ー
ル
ス
』・
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
」
な
補
助
金
認
定

　

右
の
よ
う
な
第
一
の
論
点
は
、
競
争
優
位
よ
り
も
利
益
が
広
い
意
味
を
も
つ
が
ゆ
え
に
生
じ
る
。
他
方
、「『
フ
ォ
ー
ル
ス
』・
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
（
‘false

’ negative

）」
な
補
助
金
認
定
に
起
因
す
る
第
二
の
論
点
は
、
広
範
な
利
益
概
念
を
も
っ
て
し
て
も
競
争
優
位
が
捕
捉
さ

れ
な
い
場
面
、
換
言
す
れ
ば
、
競
争
優
位
は
残
れ
ど
も
利
益
な
し
、
と
さ
れ
る
場
面
で
生
じ
る
。
す
な
わ
ち
、
前
章
で
議
論
の
余
地
あ
り

と
し
た
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
に
伴
う
利
益
消
滅
の
推
定
は
、
悪
影
響
（
著
し
い
害
）
の
文
脈
に
お
け
る
競
争
優
位
の
評
価
以
前
に

国
内
補
助
金
を
相
殺
不
可
と
す
る
不
都
合
を
招
）
92
（

く
。

　

翻
っ
て
、
Ｅ
Ｃ
大
型
航
空
機
事
件
上
級
）
93
（

委
は
、
右
の
推
定
が
及
ぶ
場
面
の
拡
張
可
能
性
に
対
峙
し
た
上
で
、
著
し
い
害
に
至
る
補
助
金

の
効
果
（
競
争
優
位
の
創
出
）
の
検
討
に
ま
で
到
達
し
た
。
以
下
、
同
事
件
の
パ
ネ
ル
・
上
級
委
報
告
の
中
で
も
先
の
第
二
の
論
点
へ
の

対
処
と
関
連
す
る
箇
所
を
概
説
し
、
そ
の
意
義
を
論
ず
る
。

　

本
件
で
は
ま
ず
、「
継
続
利
益
」
の
扱
い
が
先
決
的
問
題
と
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
Ｅ
）
94
（
Ｕ
は
、
同
事
件
が
相
殺
関
税
調
査
の
協
定
整
合
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性
の
検
討
を
伴
う
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
部
の
事
案
で
は
な
く
、
悪
影
響
の
評
価
が
関
係
す
る
第
三
部
事
案
だ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
前
者

同
様
に
後
者
で
も
継
続
利
益
が
求
め
ら
れ
る
と
論
じ
た
。
対
し
て
パ
ネ
ル
は
ま
ず
、
第
一
条
が
、
資
金
的
貢
献
及
び
利
益
の
認
定
を
も
っ

て
補
助
金
の
存
在
を
み
な
し
て
い
る
点
を
指
摘
し
た
。
そ
し
て
、
第
五
部
と
第
三
部
の
相
違
に
着
目
し
、
後
者
に
お
け
る
継
続
利
益
の
分

析
は
不
要
と
し
た
。
理
由
は
や
は
り
、
前
者
の
下
で
は
補
助
金
額
を
限
度
に
税
賦
課
が
許
容
さ
れ
る
が
ゆ
え
、
そ
の
利
益
と
課
税
対
象
産

品
の
関
係
性
（
輸
入
産
品
に
お
け
る
継
続
利
益
の
存
在
）
が
求
め
ら
れ
て
当
然
だ
が
、
右
前
提
を
共
有
し
な
い
第
三
部
で
は
必
ず
し
も
そ
の

関
係
性
は
求
め
ら
れ
な
い
、
と
い
う
点
に
あ
っ
）
95
（
た
。

　

上
級
委
も
基
本
的
に
こ
の
理
解
に
は
賛
同
す
る
。
他
方
で
、
補
助
金
に
は
「
寿
命
（finite life

）」
が
あ
る
と
の
認
識
の
下
、
第
三
部
事

案
に
お
け
る
悪
影
響
の
検
討
に
際
し
て
は
そ
の
点
を
加
味
し
た
分
析
が
要
る
と
述
べ
た
。
具
体
的
に
は
、
補
助
金
が
そ
の
効
果
を
「
具
現

化
（m

aterialize

）」
し
、
寿
命
を
迎
え
る
ま
で
に
辿
る
「
軌
跡
（trajectory

）」、
及
び
そ
の
予
定
さ
れ
た
効
果
に
影
響
し
う
る
補
助
金
交

付
後
の
「
介
在
的
事
象
（intervening event
）」
を
要
請
に
応
じ
て
検
討
す
る
こ
と
が
不
可
欠
だ
と
さ
れ
）
96
（
た
。

　

さ
て
、
右
「
事
象
」
該
当
性
、
及
び
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
に
伴
う
利
益
消
滅
の
推
定
の
適
用
可
能
性
を
本
件
で
問
わ
れ
た
の
が
、

部
分
的
民
営
化
及
び
民
間
企
業
同
士
で
の
株
式
売
買
で
あ
る
。
こ
れ
に
関
し
Ｅ
Ｕ
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
部
の
文
脈
で
上
級
委
が
導
出
し

た
右
推
定
、
並
び
に
そ
れ
を
部
分
的
民
営
化
に
も
延
伸
し
た
と
自
ら
が
解
す
る
パ
ネ
ル
判
）
97
（
断
を
参
照
し
、
同
推
定
の
第
三
部
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で

の
部
分
的
民
営
化
及
び
民
間
企
業
同
士
で
の
株
式
売
買
へ
の
適
用
を
求
め
）
98
（

た
。

　

か
か
る
Ｅ
Ｕ
主
張
を
受
け
た
パ
ネ
ル
・
上
級
委
の
判
断
は
、
既
に
各
所
で
整
理
さ
れ
て
い
る
）
99
（
が
、
大
要
は
次
の
通
り
で
あ
る
。
ま
ず
、

パ
ネ
ル
は
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
に
直
面
し
た
上
級
委
が
過
去
に
確
立
し
た
推
定
が
、
限
定
的
な
条
件
の
下
、
第
三
部
で
も
適
用
さ

れ
う
る
こ
と
こ
そ
否
定
し
な
か
っ
た
も
の
）
100
（
の
、
同
上
級
委
の
判
断
理
由
に
は
不
同
意
と
し
た
。
具
体
的
に
パ
ネ
ル
に
よ
れ
ば
、
第
一
に
、

株
主
・
企
業
一
体
で
補
助
金
の
受
益
者
と
捉
え
る
こ
と
に
は
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
の
根
拠
も
な
け
れ
ば
、
そ
の
適
切
さ
を
支
え
る
補
足
材
料
も

ま
た
、
上
級
委
報
告
に
存
在
し
な
い
。
第
二
に
、
第
五
部
で
関
心
が
払
わ
れ
る
継
続
利
益
の
源
泉
た
る
当
初
資
金
的
貢
献
と
、
取
引
の
Ｆ
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Ｍ
Ｖ
性
が
求
め
ら
れ
る
民
間
企
業
の
新
株
主
に
よ
る
旧
国
有
企
業
の
取
得
と
で
は
行
為
が
一
致
せ
ず
、
関
連
性
が
な
）
101
（
い
。

　

一
方
で
上
級
委
は
、
パ
ネ
ル
の
如
く
先
例
理
由
付
け
を
否
定
す
）
102
（

る
に
は
及
ば
ず
、
審
理
に
臨
ん
だ
委
員
三
名
が
個
々
に
見
解
を
表
）
103
（

す
に

と
ど
ま
る
こ
と
）
104
（
で
、
補
助
金
の
消
滅
に
関
す
る
検
討
を
そ
の
後
の
著
し
い
害
の
評
価
の
文
脈
で
行
う
に
至
っ
）
105
（
た
。
ゆ
え
に
、
上
級
委
は
少

な
く
と
も
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
に
伴
う
利
益
消
滅
の
推
定
を
部
分
的
民
営
化
や
民
間
企
業
同
士
で
の
株
式
売
買
に
も
適
用
す
る
こ

と
に
同
意
し
て
は
い
な
い
。
こ
れ
ら
一
連
の
姿
勢
で
画
期
的
な
の
は
、
継
続
利
益
と
補
助
金
の
寿
命
と
を
峻
別
し
つ
つ
も
、
前
者
に
実
質

上
類
す
る
後
者
を
「
補
助
金
の
効
果
」、
つ
ま
り
因
果
関
係
の
文
脈
で
取
り
上
げ
る
こ
と
で
競
争
優
位
と
の
関
係
で
右
寿
命
を
論
ず
る
途

を
拓
い
た
点
で
あ
る
。
結
果
的
に
本
件
で
は
、
悪
影
響
の
検
討
に
先
立
ち
利
益
消
滅
を
認
め
、
救
済
不
可
と
す
る
こ
と
、
換
言
す
れ
ば

「『
フ
ォ
ー
ル
ス
』・
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
」
な
補
助
金
認
定
が
も
た
ら
す
不
都
合
が
回
避
さ
れ
）
106
（
た
。

　

も
っ
と
も
、
か
か
る
評
価
と
は
裏
腹
）
107
（

に
、
上
級
委
は
競
争
優
位
と
の
関
係
で
看
過
で
き
な
い
課
題
を
残
し
て
い
る
。
具
体
的
に
本
件
上

級
委
は
、
補
助
金
が
特
定
の
製
品
の
開
発
に
影
響
を
与
え
た
点
だ
け
で
な
く
、
当
該
製
品
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
）
108
（
ル
終
了
後
に
そ
こ
で
開
発
さ

れ
た
技
術
が
後
続
モ
デ
ル
に
及
ぼ
し
た
効
果
も
斟
酌
し
）
109
（

た
。
そ
の
結
果
と
し
て
、
寿
命
を
迎
え
た
補
助
金
に
よ
る
効
果
が
半
永
久
的
に
相

殺
可
能
と
さ
れ
か
ね
な
い
、
と
の
懸
念
を
惹
起
し
て
い
）
110
（
る
。
無
論
、
右
の
よ
う
な
検
討
に
関
す
る
上
級
委
姿
勢
の
明
確
化
は
今
後
も
待
た

れ
る
と
こ
ろ
だ
）
111
（

が
、
そ
の
方
向
性
次
第
で
は
、
補
助
金
が
創
出
す
る
競
争
優
位
を
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
が
ど
こ
ま
で
捕
捉
す
べ
き
か
、
と
い
う
別

の
議
論
が
必
要
に
な
る
。

四　

結　

語

　

こ
れ
ま
で
本
稿
で
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
よ
る
補
助
金
の
両
価
的
性
質
へ
の
適
切
な
評
価
の
実
現
、
と
い
う
総
論
に
取
り
組
む
上
で
の
端

緒
と
な
る
議
論
と
し
て
、
国
内
補
助
金
規
律
に
お
け
る
利
益
概
念
と
競
争
優
位
の
関
係
、
及
び
悪
影
響
概
念
に
よ
る
同
優
位
の
捕
捉
可
能



法学政治学論究　第119号（2018.12）

490

性
に
つ
き
探
究
し
て
き
た
。

　

か
つ
て
ジ
ャ
ク
ソ
ン
（John. H

. Jackson

）
は
、
補
助
金
定
義
の
不
完
備
を
認
識
し
た
際
、
規
律
へ
の
「
歪
曲
性
分
析
（distortion 

test
）」
導
入
を
提
唱
し
て
い
た
）
112
（
が
、
本
稿
も
ま
た
、
利
益
概
念
と
競
争
優
位
の
不
一
致
を
裏
付
け
る
と
と
も
に
、
改
め
て
競
争
歪
曲
に
対

処
す
る
国
内
補
助
金
規
律
の
課
題
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
最
後
に
、
紙
幅
に
限
り
は
あ
る
が
、
以
上
の
分
析
結
果
を
基
に
若

干
の
検
討
を
加
え
、
結
論
に
代
え
た
い
。

　

ハ
ウ
ズ
は
、
国
内
補
助
金
規
律
が
競
争
歪
曲
に
対
処
し
て
い
く
こ
と
が
同
規
律
に
よ
る
広
い
意
味
で
の
市
場
の
失
敗
へ
の
対
応
に
寄
与

す
る
旨
を
説
く
と
と
も
に
、
規
律
の
発
展
経
緯
に
照
ら
し
、
別
の
評
価
軸
の
存
在
に
も
留
意
し
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
国
内
補
助
金
規
律

の
現
在
地
把
握
に
際
し
て
は
、
補
助
金
の
交
付
そ
れ
自
体
に
対
す
る
規
制
強
化
を
目
指
し
た
勢
力
と
、
も
う
一
方
の
、
相
殺
関
税
の
保
護

主
義
的
発
動
を
抑
制
す
る
た
め
に
そ
の
要
件
明
確
化
を
求
め
て
き
た
諸
国
と
の
利
害
バ
ラ
ン
ス
が
慎
重
に
評
価
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
）
113
（

い
。

　

右
の
評
価
軸
に
照
ら
し
て
本
稿
で
扱
っ
た
二
つ
の
論
点
を
振
り
返
れ
ど
も
、
そ
の
分
析
結
果
の
み
を
も
っ
て
不
均
衡
の
存
在
を
指
摘
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
。
だ
が
、
第
五
部
救
済
の
濫
用
が
懸
念
さ
れ
、
ま
た
、
第
三
部
の
射
程
が
徒
に
広
げ
ら
れ
か
ね
な
い
と
い
う
状
況
は
、

い
ず
れ
も
、
使
い
勝
手
の
よ
い
相
殺
関
税
制
度
の
維
持
、
及
び
国
内
補
助
金
規
律
の
強
化
を
目
指
し
た
勢
力
に
と
り
有
利
に
働
く
こ
と
だ

ろ
う
。

　

か
か
る
理
解
に
よ
る
な
ら
ば
、
国
内
補
助
金
規
律
は
、
そ
の
展
開
の
中
で
国
際
競
争
の
歪
曲
に
対
処
し
う
る
性
格
を
帯
び
て
き
た
も
の

の
、
未
だ
発
展
途
上
で
あ
り
、
そ
し
て
図
ら
ず
も
、
規
律
自
ら
が
反
映
す
べ
き
バ
ラ
ン
ス
を
維
持
で
き
な
い
状
況
を
招
い
て
い
る
の
で
は

な
い
か
、
と
の
念
を
禁
じ
得
な
）
114
（

い
。

　

競
争
優
位
に
ま
つ
わ
る
論
点
を
再
考
し
た
本
稿
で
は
、
右
の
問
題
提
起
を
な
す
に
と
ど
ま
っ
た
が
、
今
後
も
筆
者
に
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定

上
の
諸
概
念
が
ど
う
競
争
歪
曲
へ
の
対
処
に
寄
与
し
、
そ
れ
が
先
の
均
衡
と
の
関
係
で
い
か
に
し
て
把
握
さ
れ
る
べ
き
）
115
（
か
、
と
い
う
観
点

で
の
更
な
る
考
究
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
そ
の
上
で
、
冒
頭
で
示
し
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
の
総
論
的
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
も
ま
た
、
筆
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者
の
期
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

＊
本
稿
は
、
二
〇
一
八
年
度
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
博
士
課
程
学
生
研
究
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
補
助
を
受
け
た
成
果
の
一
部
で
あ
る
。
ま
た
筆
者
は
、

（
公
財
）
旭
硝
子
財
団
の
奨
学
金
を
受
給
し
て
い
る
。
記
し
て
謝
意
を
表
す
る
。

（
1
）  L

u
ca R

u
bin

i, T
h

e D
efin

itio
n o

f S
u

bsid
y an

d S
tate A

id: W
TO
 an

d EC L
aw in C

o
m

parativ
e P

erspectiv
e 58 -59 

（2009

）; see 
also, Sacchidananda M

ukherjee et al., Curtailing Subsidy W
ars in G

lobal Trade: Revisiting the Econom
ics of W

orld Trade  
O
rganization Law on Subsidies, 42 S

yracu
se J. In

t

’l L. &
 C

o
m. 1, 12 -13 （2014

）.

（
2
）  See, e. g., Kyle W

. Bagw
ell &

 Robert W
. Staiger, W

ill International Rules on Subsidies D
isrupt the W

orld Trading System
?, 

96 A
m. E

co
n. R

ev. 877 
（2006

）; Robert H
ow
se, D

o the W
orld Trade O

rganization D
isciplines on D

om
estic Subsidies M

ake 
Sense?: The Case for Legalizing Som

e Subsidies, in L
aw an

d E
co

n
o

m
ics o

f C
o

n
tin

g
en

t P
ro

tectio
n in In

tern
atio

n
al T

rad
e 85 

（Kyle W
. Bagw

ell et al. eds., 2010

）; D
o

m
in

ic C
o

ppen
s, W

TO
 D

isc
iplin

es o
n S

u
bsid

ies a
n

d C
o

u
n

terv
a

ilin
g M

ea
su

res:  
B

alan
cin

g P
o

licy S
pace an

d L
eg

al C
o

n
strain

ts 

（2014

）; G
ary H

orlick &
 Peggy A. Clarke, Rethinking Subsidy D

isciplines for 
the Future: Policy O

ptions for Reform
, 20 J. In

t

’l E
co

n. L. 673 （2017

）.

（
3
）  

国
内
補
助
金
と
は
、「
輸
出
に
も
、
輸
入
品
に
対
す
る
国
内
産
品
の
優
先
使
用
に
も
基
づ
か
な
い
」
補
助
金
、
換
言
す
れ
ば
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上

禁
止
さ
れ
て
い
な
い
が
、
協
定
の
適
用
を
受
け
う
る
補
助
金
で
あ
る
。E. g., H

ow
se, supra note 2, at 85 -86; G

ary N. H
orlick &

 Peggy 
A. Clarke, W

TO
 Subsidies D

iscipline D
uring and after the Crisis, 13 J. In

t

’l E
co

n. L. 859, 866 （2010

）. 

無
論
、
国
内
産
品
優
先
使

用
補
助
金
が
、
も
っ
ぱ
ら
内
外
差
別
を
禁
ず
る
内
国
民
待
遇
原
則
違
反
と
し
て
処
理
さ
れ
て
い
た
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
前
と
同
様
、
単
に
輸
出
補
助
金
以

外
の
類
型
を
国
内
補
助
金
と
捉
え
る
論
考
も
存
在
す
る
。E. g., C

o
ppen

s, supra note 2, at 485 -537. 

だ
が
本
稿
で
は
、
現
行
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の

構
造
に
鑑
み
、
禁
止
補
助
金
以
外
の
措
置
を
国
内
補
助
金
と
捉
え
る
前
者
の
見
解
に
拠
っ
て
論
ず
る
。

（
4
）  

禁
止
補
助
金
の
中
で
も
特
に
輸
出
補
助
金
に
関
し
て
は
、
そ
の
厚
生
へ
の
影
響
に
照
ら
し
て
、
一
律
禁
止
の
扱
い
に
疑
問
を
呈
す
論
者
も
い
る
。

Kyle W
. Bagw

ell &
 Petros C. M

avroidis, Too M
uch, Too Little

…Too Late?, in L
aw an

d E
co

n
o

m
ics o

f C
o

n
tin

g
en

t P
ro

tectio
n in 

In
tern

atio
n

al T
rad

e, supra note 2, at 168 -71. 

だ
が
、
輸
出
補
助
金
規
制
の
議
論
と
国
内
補
助
金
規
律
の
再
検
討
は
、
そ
れ
ぞ
れ
に
各
論
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を
成
す
も
の
と
し
て
扱
わ
れ
る
。E. g., H

ow
se, supra note 2, at 85 n. 1; C

o
ppen

s, supra note 2, at 485 -552. 

筆
者
も
同
じ
関
心
を
抱
き
、

さ
し
あ
た
り
本
稿
で
は
国
内
補
助
金
規
律
に
的
を
絞
る
。

（
5
）  E. g., Bagw

ell &
 Staiger, supra note 2, at 877 -93. 

た
だ
し
、
こ
の
立
場
に
拠
る
論
者
ら
も
、
関
税
譲
許
利
益
と
は
縁
遠
い
第
三
国
市
場

へ
の
輸
出
利
害
の
保
護
が
、
初
期
の
規
律
に
欠
け
て
い
た
点
に
問
題
意
識
を
も
っ
て
い
る
。

（
6
）  H

ow
se, supra note 2, at 92 -95. 

も
っ
と
も
こ
の
論
理
は
、
国
内
補
助
金
規
律
に
対
す
る
処
方
箋
と
し
て
ハ
ウ
ズ
が
複
数
挙
げ
た
内
の
一
つ

に
過
ぎ
な
い
。Id., at 101.

（
7
）  R

u
bin

i, supra note 1, at 41 -56. 

だ
が
、
ル
ビ
ニ
に
よ
れ
ば
、「
競
争
者
へ
の
影
響
（effect on rivals

）」
を
重
視
す
る
厚
生
基
準
の
下
で
は
、

市
場
の
失
敗
を
是
正
す
る
補
助
金
の
評
価
が
軽
視
さ
れ
う
る
。

（
8
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
は
、
一
定
の
政
策
目
的
に
資
す
る
補
助
金
を
規
律
の
適
用
範
囲
か
ら
除
外
す
る
第
八
条
が
存
在
し
た
（
一
九
九
九
年
末
に
失
効

済
）。
同
条
の
挿
入
・
失
効
経
緯
は
、see, e. g., Sadeq Z. Bigdeli, Resurrecting the D

ead - The Expired N
on-A

ctionable Subsidies 
and the Lingering Q

uestion of G
reen Space, 8 M

an
ch

ester J. In
t

’l E
co

n. L. 2, 4 -9 （2011

）.

（
9
）  H

ow
se, supra note 2, at 94 -95, 101; R

u
bin

i, supra note 1, 58 -59.

（
10
）  E.g., Richard D

iam
ond, Privatization and the D

efinition of Subsidy: A
 Critical Study of A

ppellate Body Report Textualism
, 

11 J. In
t

’l E
co

n. L. 649, 654 （2008
）. 
競
争
優
位
は
経
営
学
上
、「
競
争
相
手
に
対
し
て
自
社
が
優
位
な
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
確
保
す
る
こ
と
」
と

し
て
広
く
解
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
金
森
久
雄
・
荒
憲
治
郎
・
森
口
親
司
『
有
斐
閣
経
済
辞
典
』（
有
斐
閣
、
第
五
版
、
二
〇
一
三
年
）
二
四
二

頁
。

（
11
）  See generally, D
iam
ond, supra note 10, at 654, 667 -68; Charles J. G

oetz et al., The M
eaning of 

‘Subsidy

’ and 

‘Injury

’ in the 
Countervailing D

uty Law, 6 In
t

’l R
ev. L. &

 E
co

n. 17, 20 -21 （1986

）; Richard D
iam
ond, A

 Search for Econom
ic and Financial 

Principles in the A
dm
inistration of U

nited States Countervailing D
uty Law, 21 L. &

 P
o

l

’y In
t

’l B
u

s. 507, 541 

（1989 -1990

）; 
G
ene M

. G
rossm

an &
 Petros C. M

avroidis, U
nited States - Im

position of Countervailing D
uties on Certain H

ot-Rolled Lead 
and Bism

uth Carbon Steel Products O
riginating in the U

nited Kingdom
: H
ere Today, G

one Tom
orrow? Privatization and the 

Injury Caused by N
on-Recurring Subsidies, in T

h
e W
TO
 C

ase L
aw o

f 2001: T
h

e A
m

erican L
aw In

stitu
te R

epo
rters

’ Stu
d

ies 
170, 180 -193 （H

enrik H
orn &

 Petros C. M
avroidis eds., 2003

）. 

競
争
優
位
の
創
出
後
の
プ
ロ
セ
ス
は
、
端
的
に
は
、
補
助
金
の
受
領
者

に
お
け
る
行
動
変
化
、
補
助
金
付
き
産
品
に
よ
る
外
国
競
争
者
に
お
け
る
悪
影
響
の
発
生
、
と
し
て
説
明
さ
れ
る
。
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（
12
）  H

ow
se, supra note 2, at 92 -93. 

ハ
ウ
ズ
は
、
以
下
の
パ
ネ
ル
・
上
級
委
報
告
か
ら
こ
の
帰
結
を
導
く
。See, Panel Report, U

nited 
States - Im

position of Countervailing D
uties on Certain H

ot-Rolled Lead and Bism
uth Carbon Steel Products O

riginating in the 
U
nited Kingdom

, W
TO
 D
oc. W

T/D
S138/R 

（adopted Jun. 7, 2000

） ﹇hereinafter U
S - Lead and Bism

uth II Panel Report

﹈;  
Appellate Body Report, U

nited States - Im
position of Countervailing D

uties on Certain H
ot-Rolled Lead and Bism

uth Carbon 
Steel Products O

riginating in the U
nited Kingdom

, W
TO
 D
oc. W

T/D
S138/AB/R 

（adopted Jun. 7, 2000

） ﹇hereinafter U
S - 

Lead and Bism
uth II A

ppellate Body Report

﹈; Panel Report, U
nited States - Countervailing M

easures Concerning Certain 
Products from

 the European Com
m
unities, W

TO
 D
oc. W

T/D
S212/R （adopted Jan. 8, 2003

） ﹇hereinafter U
S - Countervailing 

M
easures on Certain EC Products Panel Report

﹈; Appellate Body Report, U
nited States - Countervailing M

easures Concerning 
Certain Products from

 the European Com
m
unities, W

TO
 D
oc. W

T/D
S212/AB/R 

（adopted Jan. 8, 2003

） ﹇hereinafter U
S - 

Countervailing M
easures on Certain EC Products Appellate Body Report

﹈. 

尚
、‘panel

’に
は
、
例
え
ば
Ｄ
Ｓ
Ｕ
の
下
、「
小
委
員
会
」

と
の
公
定
訳
が
あ
て
ら
れ
る
が
、
本
稿
で
は
一
般
的
に
用
い
ら
れ
る
「
パ
ネ
ル
」
で
表
記
を
統
一
す
る
。

（
13
）  D

iam
ond, supra note 10, at 663 -75.

（
14
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
特
別
法
と
し
て
、
農
業
に
関
す
る
協
定
が
あ
る
。
だ
が
現
状
、
農
業
補
助
金
で
あ
っ
て
も
、
実
体
要
件
を
充
足
す
れ
ば
Ｓ
Ｃ
Ｍ

協
定
の
規
律
を
受
け
う
る
。E. g., C

o
ppen

s, supra note 2, at 333 -34. 

そ
の
た
め
本
稿
で
は
、
農
業
補
助
金
を
特
別
検
討
す
る
こ
と
は
な
い
。

ま
た
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
に
関
す
る
補
助
金
に
つ
い
て
も
実
体
的
規
律
が
存
在
し
な
い
た
め
（
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
一
五
条
参

照
）、
こ
ち
ら
も
特
段
論
じ
な
い
。

（
15
）  

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
は
国
以
外
に
地
域
も
加
盟
し
て
い
る
が
、
本
稿
で
は
公
定
訳
に
倣
い
、
‘Mem

ber

’を
「
加
盟
国
」
と
し
て
表
記
を
統
一
す
る
。

（
16
）  

川
瀬
剛
志
「
世
界
金
融
危
機
下
の
国
家
援
助
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
」RIETI D

iscussion Paper Series 11 -J -065

（
二
〇
一
一
年
）
一
四

頁
。

（
17
）  

無
論
、
申
立
に
先
立
ち
協
議
を
尽
く
す
必
要
が
あ
る
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
条
一
項
。

（
18
）  

Ｄ
Ｓ
Ｕ
附
属
書
二
。

（
19
）  

第
三
部
、
第
五
部
の
規
定
は
併
せ
て
適
用
可
能
と
さ
れ
る
が
、
前
者
の
最
終
手
段
た
る
対
抗
措
置
と
後
者
の
相
殺
関
税
に
つ
い
て
は
重
畳
的
適

用
が
認
め
ら
れ
な
い
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
〇
条
付
随
の
注
三
五
参
照
。

（
20
）  

損
害
も
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
条
（
ａ
）
で
悪
影
響
の
一
種
と
さ
れ
る
。
尚
、
損
害
と
は
、
同
協
定
第
一
五
条
付
随
の
注
四
五
に
よ
れ
ば
、「
国
内
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産
業
に
対
す
る
実
質
的
な
損
害
」、「
実
質
的
な
損
害
の
お
そ
れ
」、「
国
内
産
業
の
確
立
の
実
質
的
な
遅
延
」
の
総
称
で
あ
る
。

（
21
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
九
条
四
項
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
三
項
。

（
22
）  

「
公
的
機
関
」
も
政
府
に
含
ま
れ
る
。
ま
た
、
政
府
が
、
後
述
の
資
金
的
貢
献
を
行
う
よ
う
民
間
団
体
に
委
託
又
は
指
示
す
る
場
合
も
、
政
府

に
帰
責
さ
れ
る
。

（
23
）  
資
金
的
貢
献
の
類
型
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
条
一
項
（
ａ
）
で
列
挙
さ
れ
る
も
の
に
限
ら
れ
る
。E. g., Appellate Body Report, U

nited 
States - M

easures A
ffecting Trade in Large Civil A

ircraft 

（Second Com
plaint

）, para. 613, W
TO
 D
oc. W

T/D
S353/A

B/R  

（adopted M
ar. 23, 2012

） ﹇hereinafter U
S - Large Civil Aircraft （2

nd com
plaint

） Appellate Body Report

﹈.

（
24
）  

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
に
い
う
「
何
ら
か
の
形
式
に
よ
る
所
得
又
は
価
格
の
支
持
」
が
利
益
を
も
た
ら
す
場
合
も
補
助
金
の
存
在
が
み
な
さ
れ
る
。

尚
、
補
助
金
が
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
二
条
の
特
定
性
を
帯
び
れ
ば
、
国
内
補
助
金
規
律
の
適
用
を
受
け
う
る
。
同
要
件
の
相
殺
関
税
制
度
上
の
意
義

を
論
じ
た
も
の
と
し
て
、
東
條
吉
純
「
相
殺
関
税
制
度
に
お
け
る
対
象
補
助
金
概
念
の
範
囲
（
上
）」『
立
教
法
学
』
第
四
九
号
（
一
九
九
八
年
）

一
一
六
―
一
二
三
頁
参
照
。

（
25
）  Appellate Body Report, Canada - M
easures A

ffecting the Export of Civilian A
ircraft, paras. 153 -158, W

TO
 D
oc. W

T/D
S70/

AB/R （adopted Aug. 20, 1999
） ﹇hereinafter Canada - Aircraft Appellate Body Report

﹈.

（
26
）  H

ow
se, supra note 2, at 92.

（
27
）  See, e. g., G

ATT N
egotiating G

roup on Subsidies and Countervailing M
easures, Com

m
unication from

 the U
nited States, 

G
ATT D

oc. M
TN.G

N
G
/N
G
10/W

/20, at 9 -11 
（Jun. 15, 1988

）.

（
28
）  

交
渉
経
緯
に
つ
い
て
は
、see, e. g., Patrick J. M

cD
onough, Subsidies and Countervailing M

easures, in 1 T
h

e G
ATT U

ru
g

u
ay  

R
o

u
n

d: A N
eg

o
tiatin

g H
isto

ry （1986 -1992

）: C
o

m
m

en
try 802, 840 -84 （Terrence P. Stew

art ed., 1993

）.

（
29
）  H

ow
se, supra note 2, at 92.

（
30
）  

見
直
し
に
関
し
て
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
二
一
条
二
項
及
び
三
項
を
参
照
。

（
31
）  

米
商
務
省
は
、
一
九
九
三
年
に
最
終
決
定
に
至
っ
た
初
回
調
査
以
来
、
一
九
八
五
―
八
六
会
計
年
度
を
始
期
と
し
、
製
造
設
備
の
業
界
平
均
耐

用
年
数
に
あ
た
る
一
五
年
に
わ
た
っ
て
利
益
を
按
分
・
配
賦
し
て
き
た
。

（
32
）  

Ｕ
Ｅ
Ｓ
は
、
一
九
九
五
年
にBritish Steel Engineering Steels

に
商
号
変
更
し
て
い
る
が
、
本
稿
で
は
便
宜
上
、
表
記
を
Ｕ
Ｅ
Ｓ
に
統
一

す
る
。
尚
、
い
ず
れ
の
見
直
し
時
点
で
も
、
Ｕ
Ｅ
Ｓ
が
英
国
で
唯
一
の
有
鉛
棒
鉄
輸
出
者
だ
っ
た
。
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（
33
）  U

S - Lead and Bism
uth II Panel Report, supra note 12, paras. 2. 1 -. 6, 6. 22 -. 30. 

本
件
で
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
以
前
に
開
始
の
見
直

し
、
パ
ネ
ル
設
置
要
請
後
に
終
了
し
た
見
直
し
は
申
立
対
象
外
で
あ
る
。

（
34
）  Id., paras. 6. 70 -. 71.

（
35
）  Id., para. 6. 78.

（
36
）  Id., para. 6. 48.

（
37
）  Id., para. 6. 58.

（
38
）  Id., para. 6. 20. 

Ｅ
Ｃ
は
、
米
商
務
省
の
見
直
し
が
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
九
条
四
項
に
も
整
合
し
な
い
旨
主
張
し
た
が
、
パ
ネ
ル
は
訴
訟
経
済
を

行
使
し
、
当
該
主
張
の
検
討
を
省
い
た
。Id., para. 6. 91. 

こ
の
点
は
上
訴
さ
れ
て
い
な
い
。

（
39
）  Id., para. 6. 43.

（
40
）  Canada - Aircraft Appellate Body Report, supra note 25, paras. 154, 157.

（
41
）  U

S - Lead and Bism
uth II Panel Report, supra note 12, paras. 6. 64 -. 71.

（
42
）  Id., para. 6. 78.

（
43
）  

こ
の
点
は
両
当
事
者
と
も
同
意
し
て
い
た
。Id., paras. 6. 22 -. 23.

（
44
）  Id., paras. 6. 80 -. 86.

（
45
）  U

S - Lead and Bism
uth II Appellate Body Report, supra note 12, paras. 52 -74. 

た
だ
し
上
級
委
は
、
相
殺
関
税
賦
課
の
た
め
の
初

回
調
査
同
様
、
見
直
し
時
に
も
常
に
「
利
益
」
認
定
が
求
め
ら
れ
る
、
と
示
唆
す
る
パ
ネ
ル
見
解
に
は
同
意
し
て
い
な
い
。

（
46
）  M

arc B
en

itah, T
h

e L
aw o

f S
u

bsid
ies U

n
d

er th
e G
ATT/W

TO
 S

ystem 212 -14 （2001

）.

（
47
）  U

S - Countervailing M
easures on Certain EC Products Panel Report, supra note 12, para. 1. 1.

（
48
）  Id., para. 7. 39.

（
49
）  

新
理
論
の
下
で
は
、
主
た
る
事
業
活
動
の
継
続
性
と
生
産
設
備
の
継
受
の
他
、
資
産
・
負
債
の
承
継
、
従
前
同
様
の
社
員
の
雇
用
が
検
討
さ
れ

る
。
尚
、
当
該
理
論
は
、
第
二
次
米
国
有
鉛
棒
鉄
事
件
で
協
定
違
反
と
さ
れ
た
民
営
化
後
の
利
益
に
関
す
る
評
価
手
法
、「
ガ
ン
マ
理
論
（the 
gam
m
a m
ethodology

）」
と
は
異
な
る
。Id., paras. 7. 10 -. 14. 

本
件
で
は
複
数
の
調
査
・
見
直
し
が
問
題
と
な
っ
た
が
、
そ
の
内
、
旧
理
論

に
基
づ
く
も
の
の
協
定
違
反
は
米
国
も
認
め
て
い
た
。Id., para. 7. 27.

（
50
）  Id., paras. 7. 28 -. 34.
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（
51
）  Id., para. 7. 49.

（
52
）  Id., paras. 4. 27, 7. 80.

（
53
）  

他
方
で
米
国
は
、
先
の
裁
定
を
受
け
、
輸
入
調
査
当
局
に
は
競
争
優
位
創
出
に
関
す
る
認
定
が
求
め
ら
れ
な
い
点
に
留
意
し
て
い
た
。Id., 

paras. 4. 7, 7. 80.
（
54
）  Id., paras. 7. 19 -. 23.

（
55
）  E. g., Canada - Aircraft Appellate Body Report, supra note 25, paras. 153 -157; U

S - Lead and Bism
uth II Appellate Body  

Report, supra note 12, paras. 56 -58.

（
56
）  U

S - Countervailing M
easures on Certain EC Products Panel Report, supra note 12, paras. 7. 48 -. 56. 

米
国
は
、
一
般
的
な
会

社
法
体
系
で
は
法
人
と
株
主
が
明
確
に
区
別
さ
れ
る
、
と
い
う
理
由
付
け
を
し
て
い
た
。
だ
が
、
パ
ネ
ル
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
同
様
の
区
分
が
明

示
さ
れ
て
い
な
い
点
を
指
摘
し
、
米
国
主
張
に
関
連
性
を
見
出
さ
な
か
っ
た
。

（
57
）  Id., paras. 7. 63 -. 71.

（
58
）  Id., paras. 7. 72 -. 81.

（
59
）  U

S - Countervailing M
easures on Certain EC Products Appellate Body Report, supra note 12, paras. 96 -105.

（
60
）  U

S - Countervailing M
easures on Certain EC Products Panel Report, supra note 12, para. 7. 82.

（
61
）  U

S - Countervailing M
easures on Certain EC Products A

ppellate Body Report, supra note 12, paras. 121 -127; see also, 
H
ow
se, supra note 2, at 93.

（
62
）  G

rossm
an &

 M
avroidis, supra note 11, at 180 -199; Gene M

. G
rossm

an &
 Petros C. M

avroidis, U
nited States - Countervailing 

M
easures Concerning Certain Products from

 the European Com
m
unities （W

TO
 D
oc. W

T/D
S212/A

B/R

）: Recurring M
isunder-

standing of N
on-Recurring Subsidies, in T

h
e W
TO
 C

ase L
aw o

f 2002: T
h

e A
m

erican L
aw In

stitu
te R

epo
rters

’ Stu
d

ies 78, 
83 -87 

（H
enrik H

orn &
 Petros C. M

avroidis eds., 2005
）; Alan O. Sykes, The Q

uestionable Case for Subsidies Regulation: A
 

Com
parative Perspective, 2 J. L

eg
al A

n
alysis 473, 510 -11 （2010

）.

（
63
）  Joseph Francois, Subsidies and Countervailing M

easures: D
eterm

ining the Benefit for Subsidies, in L
aw an

d E
co

n
o

m
ics o

f 
C

o
n

tin
g

en
t P

ro
tectio

n in In
tern

atio
n

al T
rad

e, supra note 2, at 104 -107.

（
64
）  D

iam
ond, supra note 10, at 672. 

も
っ
と
も
、
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
の
指
摘
通
り
、
先
の
事
案
の
上
級
委
は
い
ず
れ
も
、
利
益
が
生
産
者
目
線
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で
決
せ
ら
れ
る
か
否
か
を
判
別
す
る
際
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
四
条
を
文
脈
と
し
て
参
照
し
て
い
な
い
。

（
65
）  D

iam
ond, supra note 11, at 521, 541 -42.

（
66
）  

尚
、
上
級
委
確
立
の
推
定
を
認
め
れ
ば
、
日
常
的
に
株
式
が
売
買
さ
れ
る
上
場
企
業
で
は
瞬
く
間
に
利
益
が
失
わ
れ
か
ね
な
い
、
と
の
説
得
力

あ
る
批
判
も
往
時
か
ら
存
在
し
た
。G

rossm
an &

 M
avroidis, supra note 11, at 188 n. 11. 

同
様
の
懸
念
は
、
後
述
事
案
の
上
級
委
委
員
の

個
別
意
見
で
も
示
さ
れ
て
い
る
。
後
掲
注
（
103
）
参
照
。

（
67
）  D

iam
ond, supra note 10, at 674 -75.

（
68
）  Id., at 663 -74.

（
69
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
条
（
ｃ
）。
著
し
い
害
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
一
項
に
お
け
る
そ
れ
と
同
義
で
あ
り
、
著
し
い
害
の
お
そ
れ
も
含
む
。
尚
、

厳
密
に
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
に
い
う 

‘serious prejudice

’に
対
し
て
は
「
重
大
な
損
害
」
と
い
う
公
定
訳
が
あ
て
ら
れ
る
が
、
本
稿
で
は
現
行
規
律

に
即
し
、
訳
を
「
著
し
い
害
」
に
統
一
す
る
。
同
要
件
の
発
展
史
に
関
し
て
は
、
濱
田
太
郎
「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
協
定
に
い
う
補
助
金
に
よ
る
『
著

し
い
害
』
の
概
念
：
米
国
・
綿
花
事
件
を
中
心
に
」RIETI D

iscussion Paper Series 10 -J -030

（
二
〇
一
〇
年
）
四
―
一
五
頁
参
照
。

（
70
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
条
（
ｂ
）
に
て
、「
利
益
の
無
効
化
又
は
侵
害
」
も
悪
影
響
の
一
種
に
挙
げ
ら
れ
る
が
、
同
要
件
を
参
照
し
て
上
級
委
段
階

で
争
わ
れ
た
補
助
金
事
案
が
存
在
し
な
い
た
め
、
本
稿
分
析
の
対
象
外
と
す
る
。
同
要
件
を
め
ぐ
る
状
況
に
つ
い
て
は
、see, e. g., W

o
lfg

an
g 

M
ü

ller, W
TO
 A

g
reem

en
t o

n S
u

bsid
ies an

d C
o

u
n

terv
ailin

g M
easu

res: A C
o

m
m

en
tary 275 -77 （2017

）.

（
71
）  Jan W

outers &
 D
om
inic Coppens, A

n O
verview of the A

greem
ent on Subsidies and Countervailing M

easures, in L
aw an

d 
E

co
n

o
m

ics o
f C

o
n

tin
g

en
t P

ro
tectio

n in In
tern

atio
n

al T
rad

e, supra note 2, at 49.

（
72
）  D

iam
ond, supra note 10, at 672 &

 n. 61.

（
73
）  Id., at 667 -69; D

iam
ond, supra note 11, at 541.

（
74
）  D

iam
ond, supra note 10, at 669 -72.

（
75
）  E. g., U

S - Large Civil Aircraft （2
nd com

plaint

） Appellate Body Report, supra note 23, para. 913.

（
76
）  D
iam
ond, supra note 10, at 672 -73. Cf. C

o
ppen

s, supra note 2, at 169 -72, 241 -42.

（
77
）  Panel Report, U

nited States - Subsidies on U
pland Cotton, para. 7. 1289 -. 1307, 7. 1350, W

TO
 D
oc. W

T/D
S267/R （adopted 

M
ar. 21, 2005

）.

（
78
）  E. g., U

S - Large Civil Aircraft （2
nd com

plaint

） Appellate Body Report, supra note 23, para. 1212.
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（
79
）  Panel Report, Japan - Countervailing D

uties on D
ynam

ic Random
 A
ccess M

em
ories from

 Korea, paras. 7. 405 -. 425, W
TO
 

D
oc. W

T/D
S336/R （adopted D

ec. 17, 2007

）.
（
80
）  Appellate Body Report, Japan - Countervailing D

uties on D
ynam

ic Random
 A
ccess M

em
ories from

 Korea, paras. 261 -277, 
W
TO
 D
oc. W

T/D
S336/AB/R （adopted D

ec. 17, 2007

） ﹇hereinafter Japan - D
RAM

s （Korea

） Appellate Body Report

﹈.
（
81
）  D

iam
ond, supra note 10, at 673 -74; M

eredith A. Crow
ley &

 D
avid Palm

eter, Japan - Countervailing D
uties on D

ynam
ic 

Random
 A
ccess M

em
ories from

 Korea 

（D
S336 and Corr. 1, adopted 17 D

ecem
ber 2007

）, 8 W
o

rld T
rad

e R
ev. 259, 263 -64, 

269 -70 （2009
）; R

u
bin

i, supra note 1, at 408 -409; C
o

ppen
s, supra note 2, at 241 -42, 478 -79.

（
82
）  E. g., Japan - D

RAM
s （Korea

） Appellate Body Report, supra note 80, para. 265.

（
83
）  Cf. id., para. 266.

（
84
）  

実
効
性
の
原
則
に
関
す
る
上
級
委
の
理
解
に
つ
い
て
、see, e. g., Appellate Body Report, U

nited States - Standards for Reform
ulated 

and Conventional G
asoline, W

TO
 D
oc. W

T/D
S2/AB/R, at 23 （adopted M

ay 20, 1996

）.

（
85
）  

そ
れ
で
も
な
お
、「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
」
の
文
言
を
挿
入
し
た
起
草
者
の
意
図
が
汲
ま
れ
な
い
帰
結
が
生
じ
る
、
と
危
惧
す
る
論
者
は
い

る
。Jorge M

iranda, Causal Link and N
on-attribution as Interpreted in W

TO
 Trade Rem

edy D
isputes, 44 J. W

o
rld T

rad
e 729, 

734 

（2010

）; see also, Jam
es N

ed
u

m
para, In

ju
ry an

d C
au

satio
n in T

rad
e R

em
ed

y L
aw: A S

tu
d

y o
f W
TO
 L

aw an
d C

o
u

n
try 

P
ractices 91 （2016

）.

（
86
）  Japan - D

RAM
s （Korea

） Appellate Body Report, supra note 80, para. 272.

（
87
）  

第
三
部
事
案
に
て
、
申
立
国
が
、
自
国
の
国
内
産
業
が
損
害
を
被
っ
た
と
主
張
し
て
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
五
条
（
ａ
）
に
基
づ
く
立
証
を
試
み
た
例

が
あ
る
。
だ
が
、
第
一
五
条
四
項
に
い
う
国
内
産
業
の
指
標
悪
化
が
確
認
さ
れ
ず
、
パ
ネ
ル
は
損
害
発
生
を
認
め
な
か
っ
た
。Panel Report, 

European Com
m
unities and Certain M

em
ber States - M

easures A
ffecting Trade in Large Civil A

ircraft, paras. 7. 2082 -. 2186, 
W
TO
 D
oc. W

T/D
S316/R 

（adopted Jun. 1, 2011

） ﹇hereinafter EC and certain m
em
ber States - Large Civil Aircraft Panel  

Report

﹈. 

か
か
る
パ
ネ
ル
認
定
を
、
著
し
い
害
の
位
置
付
け
と
の
関
係
で
評
す
る
も
の
と
し
て
、
米
谷
三
以
「
航
空
機
産
業
に
対
す
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補

助
金
協
定
の
適
用
：
エ
ア
バ
ス
・
ボ
ー
イ
ン
グ
紛
争
を
踏
ま
え
て
」『
空
法
』
第
五
四
号
（
二
〇
一
三
年
）
四
四
―
四
六
頁
参
照
。

（
88
）  D

iam
ond, supra note 10, at 673 -74; Crow

ley &
 Palm

eter, supra note 81, at 263 -64, 269 -70; R
u

bin
i, supra note 1, at 408 -

409; C
o

ppen
s, supra note 2, at 241 -42, 478 -79.
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（
89
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
二
一
条
一
項
。See also, Appellate Body Report, U

nited States - Countervailing D
uties on Certain Corrosion- 

Resistant Carbon Steel Flat Products from
 G
erm
any, para. 70, W

TO
 D
oc. W

T/D
S213/AB/R （adopted D

ec. 19, 2002

）.
（
90
）  

上
訴
に
際
し
韓
国
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
趣
旨
目
的
を
「
貿
易
を
歪
曲
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
他
国
の
競
合
産
業
に
対
し
て
損
害
を
与
え
て
い
る
政

府
の
補
助
金
を
相
殺
す
る
こ
と
」
と
解
し
、
本
件
パ
ネ
ル
の
解
釈
が
こ
れ
に
合
致
し
な
い
と
主
張
し
た
。
だ
が
上
級
委
は
、
自
ら
の
「
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協

定
第
一
五
条
五
項
一
文
に
関
す
る
解
釈
が
協
定
の
趣
旨
目
的
に
調
和
す
る
」
と
の
見
解
を
示
し
た
。Japan - D

RAM
s 

（Korea

） Appellate 
Body Report, supra note 80, para. 276. 

当
該
説
示
の
前
に
上
級
委
は
、
第
一
五
条
五
項
二
文
が
課
す
不
帰
責
分
析
を
通
じ
て
、
補
助
金
付

き
輸
入
以
外
の
他
の
要
因
が
損
害
に
帰
せ
ら
れ
な
い
よ
う
確
保
さ
れ
て
お
り
、
韓
国
懸
念
が
十
分
対
処
さ
れ
う
る
と
述
べ
た
が
（id., para. 

267

）、
か
か
る
対
処
で
は
不
十
分
だ
と
の
指
摘
も
あ
る
。See, D

iam
ond, supra note 10, at 673; R

u
bin

i, supra note 1, at 409; C
o

ppen
s, 

supra note 2, at 242.

（
91
）  Appellate Body Report, U

nited States - A
nti-D

um
ping and Countervailing M

easures on Large Residential W
ashers from

 Ko-
rea, paras. 5. 265 -. 270, W

TO
 D
oc. W

T/D
S464/AB/R （adopted Sep. 26, 2016

）.

（
92
）  D

iam
ond, supra note 10, at 675.

（
93
）  A

ppellate Body Report, European Com
m
unities and Certain M

em
ber States - M

easures A
ffecting Trade in Large Civil  

A
ircraft, W

TO
 D
oc. W

T/D
S316/A

B/R 
（adopted Jun. 1, 2011

） ﹇hereinafter EC and certain m
em
ber States - Large Civil  

Aircraft Appellate Body Report

﹈. 

二
〇
〇
九
年
一
二
月
一
日
の
リ
ス
ボ
ン
条
約
発
効
に
よ
り
、
従
来
の
Ｅ
Ｃ
に
代
わ
り
欧
州
連
合
（
以
下
、

Ｅ
Ｕ
）
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
と
な
っ
た
。Id., at 244 n. 1374. 

だ
が
、
Ｅ
Ｃ
大
型
航
空
機
事
件
に
係
る
協
議
要
請
は
そ
れ
以
前
に
行
わ
れ
て
い
た

た
め
、
事
件
名
に
は
Ｅ
Ｃ
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。
尚
、
Ｅ
Ｃ
が
加
盟
国
の
折
に
手
続
が
開
始
さ
れ
た
パ
ネ
ル
、
Ｅ
Ｕ
が
継
承
し
た
後
の
報
告
書
群

で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
Ｅ
Ｃ
、
Ｅ
Ｕ
と
呼
称
が
異
な
る
が
、
本
稿
で
は
便
宜
上
、
右
の
事
件
の
手
続
で
主
張
を
行
っ
た
主
体
に
言
及
す
る
際
は
Ｅ
Ｕ
と

表
記
す
る
。

（
94
）  

事
件
名
に
反
し
Ｅ
Ｕ
に
言
及
す
る
理
由
に
つ
い
て
、
本
稿
注
（
93
）
参
照
。

（
95
）  EC and certain m

em
ber States - Large Civil Aircraft Panel Report, supra note 87, paras. 7. 214 -. 222.

（
96
）  EC and certain m

em
ber States - Large Civil Aircraft Appellate Body Report, supra note 93, paras. 701 -715.

（
97
）  Panel Report, U

nited States - Countervailing M
easures Concerning Certain Products from

 the European Com
m
unities -  

Recourse to A
rticle 21.5 of the D

SU
 by the European Com

m
unities, paras. 7. 88 -. 176, W

TO
 D
oc. W

T/D
S212/RW

 

（adopted 
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Sep. 27, 2005

）.

（
98
）  EC and certain m

em
ber States - Large Civil Aircraft Panel Report, supra note 87, paras. 7. 202 -. 204; EC and certain m

em
ber 

States - Large Civil Aircraft Appellate Body Report, supra note 93, paras. 55 -61.
（
99
）  E. g., M

ichael H
ahn &

 Kirtikum
ar M

ehta, It

’s a Bird, It

’s a Plane: Som
e Rem

arks on the A
irbus A

ppellate Body Report （EC 
and Certain M

em
ber States - Large Civil A

ircraft, W
T/D
S316/A

B/R

）, 12 W
o

rld T
rad

e R
ev. 139, 143 -45 

（2013

）; C
o

ppen
s, 

supra note 2, at 99 -100, 475 -78; M
ü

ller, supra note 70, at 441 -43. 

川
瀬
剛
志
「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
に
お
け
る
国
家
資
本
主
義
の
位

置
：
エ
ア
バ
ス
事
件
の
示
唆
」
江
藤
淳
一
編
著
『
国
際
法
学
の
諸
相
：
到
達
点
と
展
望
：
村
瀬
信
也
先
生
古
稀
記
念
』（
信
山
社
、
二
〇
一
五

年
）
四
八
五
―
四
八
六
頁
。

（
100
）  EC and certain m

em
ber States - Large Civil Aircraft Panel Report, supra note 87, para. 7. 248. 

パ
ネ
ル
に
よ
れ
ば
、
㈠
一
度
限

り
の
資
金
的
貢
献
の
利
益
が
、
㈡
国
有
企
業
に
も
た
ら
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
が
、
㈢
独
立
当
事
者
間
取
引
で
、
か
つ
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
民
営
化
を
経
て
、

㈣
政
府
が
旧
国
有
企
業
の
全
て
又
は
実
質
上
全
て
の
資
産
を
移
転
し
、
民
営
化
後
の
生
産
者
に
対
す
る
支
配
を
及
ぼ
し
得
な
い
状
況
で
は
、
Ｓ
Ｃ

Ｍ
協
定
第
三
部
で
も
利
益
消
失
が
認
め
ら
れ
る
。

（
101
）  Id., paras. 7. 239 -. 247. 

尚
、
パ
ネ
ル
は
、
部
分
的
民
営
化
の
積
み
上
げ
に
よ
る
完
全
民
営
化
に
直
面
し
た
過
去
の
パ
ネ
ル
が
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で

の
完
全
民
営
化
の
場
合
に
お
け
る
利
益
消
滅
の
推
定
を
部
分
的
民
営
化
に
も
適
用
し
た
と
解
す
る
Ｅ
Ｃ
に
同
意
し
て
い
な
い
。Id., para. 7. 

250.

（
102
）  

米
国
大
型
航
空
機
事
件
パ
ネ
ル
も
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
に
伴
う
利
益
消
滅
の
推
定
を
民
間
企
業
同
士
で
の
株
式
売
買
に
適
用
す
る
こ
と

を
否
定
し
た
。Panel Report, U

nited States - M
easures A

ffecting Trade in Large Civil A
ircraft 

（Second Com
plaint

）, paras. 7. 
864 -. 871, W

TO
 D
oc. W

T/D
S353/R （adopted M

ar. 23, 2012

）. 

結
局
、
当
該
論
点
は
上
訴
さ
れ
な
か
っ
た
。

（
103
）  EC and certain m

em
ber States - Large Civil Aircraft Appellate Body Report, supra note 93, paras. 719 -726. 

学
界
に
て
、
各
委

員
が
そ
れ
ぞ
れ
い
か
な
る
趣
旨
の
意
を
表
し
た
か
に
つ
い
て
は
、
捉
え
方
に
若
干
相
違
が
あ
る
。See, e. g., C

o
ppen

s, supra note 2, at 100. 

川
瀬
・
前
掲
注
（
99
）、
四
八
六
頁
及
び
注
二
四
。
一
方
、
本
件
履
行
確
認
手
続
に
お
け
る
パ
ネ
ル
は
次
の
よ
う
に
解
し
た
。
す
な
わ
ち
、
一
人

目
は
部
分
的
民
営
化
や
民
間
企
業
同
士
で
の
株
式
売
買
へ
の
問
題
の
推
定
適
用
を
否
定
し
、
二
人
目
は
そ
の
適
用
に
一
定
の
「
妥
当
性
（ratio-
nale

）」
を
見
出
し
、
三
人
目
は
こ
れ
を
全
面
否
定
し
た
の
に
等
し
い
。Panel Report, European Com

m
unities and Certain M

em
ber 

States - M
easures A

ffecting Trade in Large Civil A
ircraft - Recourse to A

rticle 21.5 of the D
SU
 by the U

nited States, paras. 6. 
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967 -. 972, W
TO
 D
oc. W

T/D
S316/RW

 （adopted M
ay 28, 2018

） ﹇hereinafter EC and certain m
em
ber States - Large Civil Air-

craft （Article 21. 5 - U
S

） Panel Report

﹈. 

尚
、
履
行
確
認
手
続
と
は
、
パ
ネ
ル
・
上
級
委
の
勧
告
が
妥
当
な
期
間
内
に
履
行
さ
れ
た
か
否
か
、

当
事
者
間
で
争
い
が
あ
る
場
合
に
Ｄ
Ｓ
Ｕ
第
二
一
条
五
項
に
基
づ
い
て
と
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。
本
稿
で
は
、
混
同
を
避
け
る
必
要
が
あ
る
際
、

最
初
の
パ
ネ
ル
（
上
級
委
）
を
「
原
審
パ
ネ
ル
（
上
級
委
）」、
履
行
確
認
手
続
に
お
け
る
そ
れ
ら
を
「
履
行
パ
ネ
ル
（
上
級
委
）」
と
称
す
。
比

較
的
最
近
の
当
該
手
続
の
研
究
と
し
て
、
阿
部
克
則
「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
履
行
パ
ネ
ル
の
管
轄
事
項
」『
学
習
院
大
学
法
学
会
雑
誌
』
第
五
三
巻
二
号
（
二

〇
一
八
年
）
一
一
七
頁
以
下
参
照
。

（
104
）  

上
級
委
は
結
局
、
事
実
認
定
の
欠
如
を
指
摘
し
、
Ｅ
Ｃ
主
張
を
容
れ
な
か
っ
た
パ
ネ
ル
判
断
を
検
討
不
十
分
と
し
た
。
他
方
で
や
は
り
、
Ｆ
Ｍ

Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
の
事
案
で
示
さ
れ
た
推
定
へ
の
評
価
は
避
け
て
い
る
。EC and certain m

em
ber States - Large Civil Aircraft Appel-

late Body Report, supra note 93, paras. 729 -736.

（
105
）  

親
会
社
に
よ
る
完
全
子
会
社
か
ら
の
現
金
・
現
金
等
価
物
の
引
き
上
げ
、
企
業
再
編
も
介
在
的
事
象
の
議
論
の
対
象
と
な
っ
た
が
、
い
ず
れ
も

こ
の
文
脈
で
利
益
消
滅
を
含
意
す
る
も
の
と
し
て
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。Id., paras. 737 -777.

（
106
）  

川
瀬
・
前
掲
注
（
99
）
四
九
六
―
五
〇
〇
頁
。
そ
の
後
、
履
行
確
認
手
続
で
Ｅ
Ｕ
は
、
勧
告
履
行
対
象
の
補
助
金
が
、
や
は
り
部
分
的
民
営

化
・
民
間
企
業
同
士
で
の
株
式
売
買
に
よ
り
利
益
を
失
っ
て
お
り
、
ゆ
え
に
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
条
八
項
に
い
う
「
補
助
金
の
廃
止
」（
履
行
）
に

至
っ
て
い
る
と
主
張
し
た
。
だ
が
、
履
行
パ
ネ
ル
は
、
原
審
上
級
委
の
委
員
三
名
が
「
共
通
見
解
（com

m
on view

）」
を
示
す
こ
と
が
で
き
な

か
っ
た
点
を
鑑
み
、
再
び
Ｅ
Ｕ
主
張
を
退
け
た
。
尚
、
本
論
点
は
上
訴
さ
れ
て
い
な
い
。EC and certain m

em
ber States - Large Civil 

Aircraft 

（Article 21. 5 - U
S

） Panel Report, supra note 103, paras. 6. 928 -. 1055; see also, Appellate Body Report, European 
Com

m
unities and Certain M

em
ber States - M

easures A
ffecting Trade in Large Civil A

ircraft - Recourse to A
rticle 21.5 of the 

D
SU
 by the U

nited States, para. 5. 391, W
TO
 D
oc. W

T/D
S316/AB/RW

 （adopted M
ay 28, 2018

） ﹇hereinafter EC and certain 
m
em
ber States - Large Civil Aircraft （Article 21. 5 - U

S
） Appellate Body Report

﹈.

（
107
）  

無
論
、
Ｆ
Ｍ
Ｖ
で
の
完
全
民
営
化
に
伴
う
利
益
消
滅
の
推
定
に
つ
い
て
先
例
が
否
定
さ
れ
た
わ
け
で
な
く
、
こ
の
場
合
に
お
け
る
不
都
合
は
や

は
り
生
じ
か
ね
な
い
。
他
方
、
上
級
委
の
説
示
を
受
け
、
右
先
例
の
規
範
的
効
力
が
不
確
定
の
ま
ま
と
さ
れ
て
い
る
と
捉
え
る
も
の
と
し
て
、

see, C
o

ppen
s, supra note 2, at 100.

（
108
）  

上
級
委
は
、
悪
影
響
の
文
脈
で
、
特
定
の
製
品
が
市
販
性
を
有
す
る
期
間
を
補
助
金
の
寿
命
と
解
す
る
こ
と
を
認
め
た
。EC and certain 

m
em
ber States - Large Civil Aircraft Appellate Body Report, supra note 93, paras. 1240 -1241.
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（
109
）  Id., paras. 1235 -1281.

（
110
）  

米
谷
・
前
掲
注
（
87
）
三
七
―
三
九
頁
。
川
瀬
・
前
掲
注
（
99
）
四
九
九
―
五
〇
三
頁
。

（
111
）  

本
件
の
履
行
上
級
委
は
、
履
行
期
限
経
過
後
に
お
い
て
既
に
寿
命
の
尽
き
て
い
る
補
助
金
が
及
ぼ
す
効
果
に
関
し
て
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
条

八
項
に
照
ら
し
、
履
行
確
認
手
続
で
の
検
討
対
象
外
と
な
る
、
と
し
た
。
ゆ
え
に
、
そ
の
報
告
か
ら
は
示
唆
を
得
ら
れ
な
い
。EC and certain 

m
em
ber States - Large Civil Aircraft （Article 21. 5 - U

S

） Appellate Body Report, supra note 106, paras. 5. 383, 5. 550 -. 554.

（
112
）  Jo

h
n H
. Ja

ckso
n, T

h
e W

o
rld T

ra
d

in
g S

ystem: L
a

w a
n

d P
o

licy o
f In

tern
a

tio
n

a
l E

co
n

o
m

ic R
ela

tio
n

s 293 -300 

（2
d ed., 

1997

）.

（
113
）  H

ow
se, supra note 2, at 101 -102. 

上
級
委
も
、
同
様
の
均
衡
維
持
を
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
趣
旨
目
的
の
一
角
に
据
え
る
。E. g., Appellate 

Body Report, U
nited States - D

efinitive A
nti-D

um
ping and Countervailing D

uties on Certain Products from
 China, para. 301, 

W
TO
 D
oc. W

T/D
S379/AB/R （adopted M

ar. 25, 2011

）.

（
114
）  

既
に
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
八
条
の
失
効
や
国
内
補
助
金
規
律
に
お
け
る
厳
格
な
履
行
制
度
に
照
ら
し
て
も
不
均
衡
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。R

u
bin

i, 
supra note 1, at 58 -59. 

川
瀬
・
前
掲
注
（
16
）
一
二
三
―
一
二
四
頁
。

（
115
）  

悪
影
響
概
念
に
は
、
補
助
金
の
両
価
的
性
質
へ
の
評
価
を
調
和
的
に
実
現
さ
せ
る
機
能
が
期
待
さ
れ
る
。Jackso

n, supra note 112, at 294. 

阿
部
克
則
「
補
助
金
規
律
と
『
損
害
・
因
果
関
係
要
件
』：
ガ
ッ
ト
／
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
お
け
る
法
的
構
造
」『
国
際
関
係
論
研
究
』
第
一
一
号
（
一
九
九

七
年
）
二
―
三
頁
。
他
方
、
同
概
念
の
下
で
の
競
争
関
係
の
評
価
だ
け
で
は
、
そ
の
要
請
に
応
え
ら
れ
な
い
場
合
が
あ
る
旨
の
指
摘
も
あ
る
。
川

瀬
・
前
掲
注
（
99
）
四
九
二
―
五
一
二
頁
。Cf. Sim

on Lester, The Problem
 of Subsidies as a M

eans of Protectionism
: Lessons from

 
the W

TO
 EC - A

ircraft Case, 12 M
elb. J. In

t
’l L. 345, 370 -71 （2011

）.

坂
入　

遼
（
さ
か
い
り　

り
ょ
う
）

所
属
・
現
職　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
後
期
博
士
課
程

最
終
学
歴　
　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
前
期
博
士
課
程

専
攻
領
域　
　

国
際
経
済
法


